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Ⅲ．特許庁 

 

知的財産立国の実現に向けた特許行政の動き 

１． 特許庁における取組 

１．１． 2004年「特許審査の迅速化等のための特許法等

の一部を改正する法律」 

知的財産の迅速かつ適正な保護の要請に対処するため

に、審査処理の促進、出願・審査請求行動の適正化、及び

特許審査迅速化に必要な基盤整備・強化の観点から、所要

の改正を行った。あわせて、職務発明に係る対価が適正に

定められるようにするために、職務発明規定の見直しを行

った。 

 

(1) 法改正の経緯 

2003年７月に策定された「知的財産の創造、保護及び

活用に関する推進計画」（以下、「推進計画」と略す。）に

基づき、「審査処理の促進」、「出願・審査請求行動の適正

化」及び「新たな発明を生み出す環境整備」等の実現に向

け、産業構造審議会知的財産政策部会の下に設置された特

許制度小委員会等において検討を進めてきた。特許制度小

委員会がまとめた報告書「職務発明制度の在り方につい

て」、特許制度小委員会特許戦略計画関連問題ワーキング

グループがまとめた中間取りまとめ、及び特許制度小委員

会実用新案制度ワーキンググループがまとめた報告書「実

用新案制度の魅力向上に向けて」は、2004年１月に産業

構造審議会知的財産政策部会に報告され、了承された。「特

許審査の迅速化等のための特許法等の一部を改正する法

律案」は、上述の報告書等を踏まえて立案され、2004年

２月10日に閣議決定された後、同日第159回通常国会に

提出された。同法案は、同年５月11日の衆議院本会議に

おいて可決され、５月 28日の参議院本会議において可

決・成立し、６月４日に公布された。 

 

(2) 法改正の概要 

「改正法」は、大きく分けて、特許審査迅速化関連の改

正と、職務発明規定の見直しからなる。次に、項目ごとに

概要を解説する。 

(ｱ) 指定調査機関制度等の見直し（「工業所有権に関する

手続等の特例に関する法律」（以下、「特例法」と略す。）

第37条等） 

特許審査に必要な先行技術調査を行う指定調査機関と

して指定を受けることができる者の要件から公益法人で

あることを削除するとともに、法律に明示された一定の基

準に適合していれば、登録を受けることができる登録制度

に移行する。また、新たに登録の区分を設け、区分ごとに

登録を受けることを可能とする。このほか、特許庁に対し

書面で行われた申請手続等の電子化業務を行う指定情報

処理機関制度についても、同様の改正を行っている。 

(ｲ) 特定登録調査機関制度の導入（「特例法」第39条の２

等） 

出願人が、審査請求前に登録調査機関のうち特に特許庁

長官の登録を受けた機関（特定登録調査機関）に先行技術

調査を依頼し、その調査結果を提示して審査請求を行った

場合には審査請求料を減額する制度を導入する。 

(ｳ) インターネットを利用した公報発行（「特例法」第 13

条等） 

磁気ディスクによる公報は、原則として特許権等の設定

登録から約７週間程度で発行されるが、これを更に短縮し、

より容易に情報を入手できるようにするため、インターネ

ットを利用した公報の発行を可能とする所要の法改正を

行った。インターネットを利用することにより、登録から

約４週間程度の期間で公報を発行することが可能となる。 

(ｴ) 予納された見込額への加算（「特例法」第15条等） 

特許等関係料金の返還の際に、返還請求者からの申出が

あったときは、予納された見込額への加算により当該返還

に代えることを可能とする制度を導入した。これにより、

予納制度の利用者が行うべき手続は、返還請求書の提出に

際し返還額を加算すべき見込額の予納台帳番号を指定す

るだけとなる。この見込額に加算された額は、そのまま別

の手続に利用することができる。 

(ｵ) 実用新案制度の見直し 

 (A) 実用新案登録に基づく特許出願制度の導入（「特許

法」第46条の２等） 

実用新案権の設定登録後の実用新案登録に基づく特

許出願を可能とし、その特許出願は基礎とされた実用

新案登録出願の時にしたものとみなされる制度を導入

する。ただし、無制限に実用新案登録に基づき特許出

願を行うことを認めると、第三者の監視負担及び特許

庁における審査負担が増大するおそれがあることから、

実用新案登録に基づく特許出願時に基礎とした実用新
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案権を放棄しなければならないという制限、実用新案

登録に基づく特許出願は実用新案登録出願から３年以

内に限るという時期的制限、評価請求又は無効審判請

求に伴う制限、出願時の遡及は実用新案登録の願書に

添付した明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面に

記載した事項の範囲内にある場合に限るという遡及の

制限、実用新案登録に基づく特許出願及びその分割・

変更出願は実用新案登録出願へ変更できないという制

限を設ける。 

 (B) 実用新案権の存続期間の延長（「実用新案法」第15

条等） 

実用新案権の存続期間について、出願から６年であ

ったものを出願から10年に延長する。また、これに伴

い、第１年から第３年までの登録料を、7,600円＋700

円×請求項数から2,100円＋100円×請求項数に、第４

年から第６年までの登録料を、15,100円＋1,400円×

請求項数から6,100円＋300円×請求項数に引き下げる。

さらに、第７年から第10年までの登録料を新設し、そ

の登録料を18,100円＋900円×請求項数とする。 

 (C) 訂正の許容範囲の拡大（「実用新案法」第14条の２

等） 

訂正の許容範囲を、実用新案登録請求の範囲の減縮、

誤記の訂正及び明りょうでない記載の釈明を目的とす

るものまで拡大することとした。ただし、第三者負担

が過大とならないよう、上記の訂正の時期は、実用新

案権の設定登録後、最初の評価書の謄本の送達のあっ

た日から２か月を経過するまで、又は無効審判につい

て最初に指定された答弁書提出可能期間を経過するま

でとし、訂正が認められる回数は全期間を通じて１回

のみとする。 

(ｶ) 独立行政法人工業所有権総合情報館の業務の拡大

（「独立行政法人工業所有権情報・研修館法」第３条、

第10条等） 

特許庁から独立行政法人工業所有権総合情報館へ研修

業務及び情報関連業務を移管するとともに、その名称を

「独立行政法人工業所有権情報・研修館」（以下、「情報・

研修館」と略す。）に改めた。 

情報・研修館に新たに加わる研修業務は、具体的には、

特許庁職員のみならず、弁理士、登録調査機関における調

査業務実施者、中小・ベンチャー企業の経営者等、産業財

産権に関連する人材も広く対象とする。また、情報関連業

務としては、従来から行ってきた公報類の収集、保管、閲

覧等に加え、特許電子図書館サービスを代表とする外部へ

の情報提供業務や特許庁の産業財産権に関する情報シス

テムの整備・管理がある。 

(ｷ) 職務発明規定の見直し（「特許法」第35条） 

従業者等と使用者等のバランスに配慮しつつ、従業者等

の対価への納得感を高め、更なる発明意欲を付与すること、

及び研究開発投資額の予測可能性を高めて使用者等の研

究開発投資の意欲を高めることを目的として、改正を行っ

た。まず、契約、勤務規則その他の定めにおいて、職務発

明に係る権利の承継等の対価について定めた場合には、私

的自治の観点からその自主的な対価設定を尊重すること

とし、原則として、その定めたところによる対価を「相当

の対価」と認めることとする。ただし、一般的に従業者等

と使用者等の立場の相違に帰因して不合理な対価の決定

がなされる場合も想定し得ることから、自主的な対価設定

にすべてを委ねるのは必ずしも妥当ではない。そこで、「特

許法」第35条第４項において、契約、勤務規則その他の

定めにおいて定められた対価が「相当の対価」と認められ

るためには、対価が決定されて支払われるまでの全過程を

総合的に判断して、不合理と認められるものであってはな

らないことを規定している。また、不合理性を判断するに

当たっては手続面を重視することとし、判断の際の考慮要

素として「対価を決定するための基準の策定に際して使用

者等と従業者等との間で行われる協議の状況」、「策定さ

れた当該基準の開示の状況」及び「対価の額の算定につい

て行われる従業者等からの意見の聴取の状況」を例示して

いる。「特許法」第35条第５項では、対価の支払いが不合

理と認められる場合又は対価についての定めがない場合

には、その発明により使用者等が受けるべき利益の額、そ

の発明に関連して使用者等が行う負担、貢献及び従業者等

の処遇等を考慮して定められる対価の額が「相当の対価」

となる旨規定している。 

(ｸ) 改正法の施行期日 

(ｴ)に係る改正については、改正法の公布の日（2004年

６月４日）から施行されている。(ｱ)及び(ｶ)に係る改正に

ついては2004年10月１日から施行される。その他の改正

については2005年４月１日から施行される。 
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(ｹ) 改正法の経過措置 

(ｱ)については、登録を受けるための申請手続は、公布

の日（2004年６月４日）から行うことができる。(ｲ)につ

いては、登録を受けるための申請手続は、2004年10月１

日から行うことができる。調査報告の提示及び審査請求が

施行日以降になされた場合、施行日以前の出願であっても

審査請求手数料減額の対象となる。(ｵ)は、施行日（2005

年４月１日）以降の実用新案登録出願について適用される。 

(ｶ)については、職員の引継ぎ等に関し必要な経過措置

を規定する。(ｷ)については、特許を受ける権利若しくは

特許権の承継、又は専用実施権の設定が施行日（2005年

４月１日）以降になされた場合、改正法が適用される。 

 

１．２． 産業構造審議会知的財産政策部会 

2003年７月に策定された「推進計画」において実現す

べきとされた事項の検討を行うため、産業構造審議会知的

財産政策部会の下に、特許制度小委員会と商標制度小委員

会が設置された。また、特許制度小委員会の下に、特許戦

略計画関連問題ワーキンググループ、実用新案制度ワーキ

ンググループが設置された。特許制度小委員会においては、

職務発明制度の在り方についての検討が行われ、「職務発

明制度の在り方について」が2003年12月に取りまとめら

れた。特許戦略計画関連問題ワーキンググループにおいて

は、「推進計画」、「特許戦略計画」、及び「平成15年特許

法等の一部を改正する法律」に対する附帯決議等において

検討すべきとされている項目についても集中的に審議が

行われ、「世界最高レベルの迅速・的確な特許審査の実現

に向けて」（中間取りまとめ）が2003年12月に取りまと

められた。実用新案制度ワーキンググループにおいては、

実用新案制度の在り方についての検討が行われ、「実用新

案制度の魅力向上に向けて」が2003年12月に取りまとめ

られた。商標制度小委員会においては、2003年度の審議

に引き続き、魅力あるブランドを活用して、より価値の高

い製品・サービスを提供する環境を整備するための具体的

方策について、商標制度の在り方も含め審議を行っている。 

 

１．３． 企業と特許庁との意見交換会 

(1) 経営者との意見交換 

2002年より、特許庁長官と特許技監が企業を個別に訪

問し、企業経営者（社長、会長等）と直接会って知的財産

に関して意見交換を行っている。 

(ｱ) 概要 

この意見交換会の目的は、①企業に研究開始、出願、審

査請求の各段階における特許情報の十分な活用を促し、研

究効率の飛躍的な向上を期待するとともに、不必要な出願

や請求の防止、戻し拒絶１となるような出願を中心とした

審査請求済案件の取下げ等の出願・審査請求構造の改革に

対し理解と協力を求めることと、②経営トップの知的財産

に関する意識向上を図ることにより、企業の戦略的な知的

財産の取得・管理を後押しすることである。 

意見交換会を実施した企業は、出願上位企業を中心に、

29社、２業界団体で、全出願人に占める出願件数比率で

は23％にあたる。 

意見交換会では、特許庁より、我が国の産業財産権をめ

ぐる状況について説明し、企業側からは、知的財産への取

組について説明を受け、その後意見交換を行った。 

(ｲ) 特許庁側の説明の概要 

特許庁からは、我が国の産業財産権をめぐる状況につい

て次のとおり説明した。 

 (A) 1990年代以降低下した国際競争力を回復するため

の知的財産に関するこれまでの国家的取組 

 (B) 特許出願の約半分が拒絶されている審査結果の現

状からみて、研究開発に重複研究の無駄が生じている

可能性があり、企業においては、出願時や審査請求時

に先行技術調査を十分に行うことだけでなく、研究開

発の効率化のために研究開発の着手前に先行技術調

査を行うことの重要性（参照図：研究開発と特許との

関連、拒絶理由に用いられた従来技術の分析、特許審

査ノウハウの提供） 

 (C) 事業戦略・研究開発戦略・知的財産戦略からなる経

営戦略における三位一体の取組の重要性 

 (D) 審査順番待ち期間ゼロを目標に、法改正、アウトソ

ーシングの拡充、任期付き審査官の大量採用等を行い、

審査待ち案件の処理を推し進めることで、研究開発の

効率化に向けた支援を実施（参照図：審査順番待ち期

間ゼロを目指して） 

 (E) 模倣品対策等その他特許庁の種々の取組 

また、各企業の「特許査定率」、「戻し拒絶査定率」、「拒

絶査定の理由に用いられた従来技術分布」等の個別データ

を全体平均や業界平均と比較し、企業の特許取得状況を企
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業の代表権を有する方々に説明した。  

 

出願
約41万件 /年
出願

約41万件 /年

審査請求
約25万件 /年
審査請求率５～６割程度

審査請求
約25万件 /年
審査請求率５～６割程度

特許査定
約11万件 /年
特許査定
約11万件 /年

重複研究？審査不請求４～５割程度

○事業化しない技術

○事業化した技術の周辺技術
（他社参入を防衛するための
出願）

○先行技術調査により権利化
の見込みがなくなった技術

○研究開発成果の約半分がムダ？○研究開発成果の約半分がムダ？

拒絶査定の内、特許庁からの
拒絶理由の連絡に反論のな
いものが 約５．５万件（戻し拒約５．５万件（戻し拒

絶）絶）。

研究開発と特許を巡る現状
－研究開発と特許との関連－

研究開発と特許を巡る現状研究開発と特許を巡る現状
－研究開発と特許との関連－－研究開発と特許との関連－

研究開発

発明内容を出願

（2003年データ）

拒絶査定
約11万件 /年
拒絶査定
約11万件 /年

出願料
（1.6万円/件）

審査請求料
（19.9万円/件）

民間企業の研究開発費全体 11.6兆円

特許料（９年間）
（16.66万円/件）

研究開発費
（2800万円/件）

企業は、先願主義のため研究開発内容を
早期に出願し、請求段階で内容を見極め

 

図：研究開発と特許との関連 

 

 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

12年 11年 10年 9年 8年 7年 6年 5年 4年 3年 2年 1年 0年
以上

（全データより）

研究開始時点で調査可能な
先行技術(76%)

出願後に
公開される
先行技術

何年前の先行
技術により拒絶
されたか

出願時点で調査可能な
先行技術(96%)

内国出願内国出願

平均
研究
開発

研究開発
開始時点

出願時点（その
後審査請求）

仮に研究期間が１年半とすると、出出
願から３年前までの技術は、研究開願から３年前までの技術は、研究開
始時点において調査可能始時点において調査可能である。(全
出願が出願から１年半後に公開)

○平均で出願の約８年前の従来技術で拒絶されている
○研究開始時点で調査可能な従来技術により拒絶とされたものが約８割

○平均で出願の約８年前の従来技術で拒絶されている
○研究開始時点で調査可能な従来技術により拒絶とされたものが約８割

研究開発と特許を巡る現状
－拒絶理由に用いられた従来技術の分析－

研究開発と特許を巡る現状研究開発と特許を巡る現状
－拒絶理由に用いられた従来技術の分析－－拒絶理由に用いられた従来技術の分析－

 

図：拒絶理由に用いられた従来技術の分析 
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　　　特許情報の一層の活用のため特許審査ノウハウの提供
－研究開発の効率化－

　　　特許情報の一層の活用のため特許審査ノウハウの提供　　　特許情報の一層の活用のため特許審査ノウハウの提供
－研究開発の効率化－－研究開発の効率化－

研究開発段階 出願段階 審査請求段階 権利化段階

○研究開発テーマの決定
○研究テーマの「選択と集中」
○開発中も最新情報を継続監視

○研究開発テーマの決定
○研究テーマの「選択と集中」
○開発中も最新情報を継続監視

〇無駄な研究開発の防止〇無駄な研究開発の防止

○審査請求の判断○審査請求の判断

○強い特許権
○諸外国に適切な出願

○強い特許権
○諸外国に適切な出願

○特許率向上
○審査請求料金返還

○特許率向上
○審査請求料金返還

○審査請求、取下・放棄○審査請求、取下・放棄

審査請求の厳選

○ライセンス
○警告、訴訟

○ライセンス
○警告、訴訟

○戦略的な
　権利活用

○戦略的な
　権利活用

○審査ノウハウの提供
○5000万件の特許情報（特許電子図書館）
○特許出願技術動向調査

○審査ノウハウの提供
○5000万件の特許情報（特許電子図書館）
○特許出願技術動向調査

・審査ノウハウとは、膨大な検索の経験から、歴代の審査官が「漏れなく」かつ「必要最小限」となるように調査するための「秘伝」の手
法（通称「サーチ戦略ファイル」）
・具体的には、2600の技術分野ごとの特性を踏まえ、詳細に定めた検索キーワード（約200程度）の活用方法と、代々の審査官が「暗
黙知」として受け継いでいる技術分野ごとの「コツ」などを「形式知」として実践的にわかりやすく整理したもの
　（全体では約50万の検索キーワード、米：17万、欧：13万）
・これらの「秘伝」の審査ノウハウを広く民間研究者等に提供することにより、研究着手段階で特許になるかどうかの判断が可能

＜特許審査に必要な調査＞文献約5000万件から検索　→　約500件に目を通し　→　うち10件を熟読

　　　　　　　　　　　　　　（紙ベースで約500ｋｍの厚さ　　→　　約5ｍ　　→　　約10ｃｍ）

・審査ノウハウとは、膨大な検索の経験から、歴代の審査官が「漏れなく」かつ「必要最小限」となるように調査するための「秘伝」の手
法（通称「サーチ戦略ファイル」）
・具体的には、2600の技術分野ごとの特性を踏まえ、詳細に定めた検索キーワード（約200程度）の活用方法と、代々の審査官が「暗
黙知」として受け継いでいる技術分野ごとの「コツ」などを「形式知」として実践的にわかりやすく整理したもの
　（全体では約50万の検索キーワード、米：17万、欧：13万）
・これらの「秘伝」の審査ノウハウを広く民間研究者等に提供することにより、研究着手段階で特許になるかどうかの判断が可能

＜特許審査に必要な調査＞文献約5000万件から検索　→　約500件に目を通し　→　うち10件を熟読

　　　　　　　　　　　　　　（紙ベースで約500ｋｍの厚さ　　→　　約5ｍ　　→　　約10ｃｍ）

研究者への審査ノウハウの提供研究者への審査ノウハウの提供

○民間先行技術調査機関
○技術テーマ毎の特許登録分析

○民間先行技術調査機関
○技術テーマ毎の特許登録分析

 

図：特許審査ノウハウの提供 

 

審査順番待ち期間ゼロを目指して
任期付審査官大量投入、特許審査迅速化法による一気呵成の滞貨処理

審査順番待ち期間ゼロを目指して審査順番待ち期間ゼロを目指して
任期付審査官大量投入、特許審査迅速化法による一気呵成の滞貨処理任期付審査官大量投入、特許審査迅速化法による一気呵成の滞貨処理

出願・審査請求構造の適正化出願・審査請求構造の適正化

（注）（法）特許審査迅速特許審査迅速

化法化法

審査処理の促進審査処理の促進

現在現在2525か月か月→→55年後に年後に2929か月（順番待ち期間ピーク時）か月（順番待ち期間ピーク時）

→→1010年後に年後に1111か月（世界最高水準）か月（世界最高水準）→→最終的に審査順番待ち期間ゼロ最終的に審査順番待ち期間ゼロ

業務の独法移管に
よる弾力的展開（法）

１．出願人による先行技術調査へのインセンティブ付与(法)
・従来技術の調査レポート(調査機関が作成したもの)を
提示した場合、審査請求料を減額

２．インターネットによる特許公報等の発行（現在DVD等）

３．実用新案制度(無審査登録制度)の魅力の向上(法)
・無審査登録制度への移行後出願が激減(かつて出願
約20万件、2003年は8000件)
・権利期間を6年から10年に延長
・特許との相互出願変更を可能に

２．アウトソーシングの拡充（法）
・外注先を株式会社にも拡大（現在
公益法人のみ）

１．対外研修・人材育成機能の強化

特許審査迅速化に必要な基盤整備・強化特許審査迅速化に必要な基盤整備・強化

２．対外情報サービス機能の強化

１．審査官増員による滞貨処理
・任期付審査官の大量採用
(任期１０年間、今後５年間で
合計５００名の増員を目標）

 

図：審査順番待ち期間ゼロを目指して 

 

(ｳ) 企業側の説明の概要 

企業におけるそれぞれ工夫を凝らした知的財産への取

組状況の説明を受けた。代表的な取組状況を以下に紹介す

る。 

 (A) 事業戦略、研究開発戦略と知的財産戦略を三位一体

とした経営戦略を策定、推進 

  (a)戦略の策定 

・知的財産戦略のポリシーやスローガンを掲げ具体

的な戦略計画を策定 

・知的財産を事業戦略の一つとした計画の実行 

・リスクマネジメントとしての徹底した知的財産管

理を実施（知的財産の管理規程による全社的一元
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管理、成果の保護・保全策の周知徹底） 

  (b)事業・研究・知的財産の各グループの協働 

・研究開発段階で知的財産部員が研究開発現場に赴

くリエゾン体制を組織し、研究開発の源流に入り

込み開発者と一体になり開発テーマの方向性を確

認 

・研究開発段階から特許情報を有効に活用した研究

開発を推進 

・権利取得後の活用（自社活用、他社へのライセン

ス等）を視野に入れた研究開発 

・事業グループ、研究グループ、知的財産グループ

幹部による特許戦略会議で事業グループ、研究所

の戦略に合致した特許戦略を策定 

・製品開発の各段階で技術評価を行う検討会を実施

し、他社に影響力のある特許、標準化技術の特許、

ビジネスモデル特許、外国特許の取得強化を検討 

  (c)人材 

・知的財産担当役員の任命、知的財産部員数の増加 

・研究者に知的財産研修を強化、義務化 

 (B) 特許の選択と集中により量から質へ転換 

・自社内特許データベースの構築、特許調査子会社

設立による特許調査体制の充実 

・マーケット情報と先行技術調査によるつぶれにく

い質の高い特許の取得 

・重点テーマに関して研究者と共に集中的に発明を

抽出 

 (C) 特許網の構築を積極的に展開 

・他社を圧倒する特許網の形成を目標 

・本丸、内堀、外堀に分けて特許網を構築 

・知的資産分析シート（事業・製品毎の知的財産情

報、シェア情報等）を作成し、パテントポートフ

ォリオマネジメントを展開 

・研究・出願段階での自社実施特許、防衛特許、他

社へ譲渡、ライセンスする特許の戦略的区分 

 (D) 特許取得のグローバル化を積極的に展開 

・米国、中国等への出願の強化 

・ＰＣＴ出願の積極的利用 

・米国特許商標庁、韓国特許庁、中国国家知識産権

局の審査官に対して技術勉強会を実施することに

よる外国審査官の先端技術審査能力の向上 

 (E) 製造ノウハウ等のブラックボックス化（出願との峻

別、先使用権の確保） 

 (F) 重要出願の早期権利化（早期審査制度、面接審査の

活用） 

 (G) 自社特許・ノウハウの定量的価値把握を実施しＩＲ

情報（投資家向け企業情報）として開示 

(ｴ) 企業側の主な意見 

特許庁と企業との間で、自由闊達な意見交換を行った。 

以下が企業から出された主な意見・要望である。 

 (A) 特許審査に関して 

・特許審査の迅速化 

・安定した権利の設定（審査基準の統一、パラメー

タ特許審査の厳格化） 

・権利育成型審査を希望 

・審査着手延長制度の導入（医薬、標準化関連技術） 

 (B) 意匠・商標に関して 

・デザイン力、ブランド力強化のため、特許庁の意

匠、商標審査の一層の迅速化・的確化を期待 

 (C) 職務発明に関して 

・対価決定は企業と従業者との契約を尊重 

・産学共同研究における対価の額の産学バランスを

とること 

 (D) 海外に関して 

・中国等での模倣品対策（水際取締強化、中国での

罰則強化等） 

・海外での特許取得費用の低減（国際的制度統一、

翻訳費低減、翻訳精度の向上、早期審査による日

本特許の国際標準化） 

・審査結果の三極間の相互利用の促進による審査の

迅速化・的確化 

・米国の先発明主義変更の交渉 

・海外における先使用権の確保（国際的ハーモナイ

ゼーション）の交渉 

 (E) 特許電子図書館（ＩＰＤＬ）に関して 

・ＩＰＤＬは研究者が多く利用しており重宝してい

るものの、一層の高速化および検索の平易化を要

望 

 (F) 特許庁とのコミュニケーションに関して 

・特許庁と経営トップレベルでの意見交換の継続的

開催や、先端技術の第一線の研究者と審査官との
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意見交換、審査官の研究所・工場視察を希望 

(ｵ) 意見交換会の反響 

企業経営者から特に反響があるのは、自社の研究開発に

対する特許面からの結果を示すデータに関してであった。

これは、研究開発に関する成果物である特許に関して、同

業他社と比較した「特許査定率」や「拒絶査定の理由に用

いられた従来技術分布」の状況について、自社の明確な位

置づけが分かることは研究開発の進め方を考える上での

大きなヒントになり得るためと思われる。 

また、意見交換会を契機に企業内部において、経営層と

知的財産部門との意志疎通がより緊密になったことや、経

営層の知的財産への理解がより深まったと思われる。 

 

(2) 知的財産部との意見交換 

2003年より、出願件数上位300社を中心に、192社の企

業の知的財産部を個別に訪問した。 

当方より、企業が知的財産を活用した戦略的取組を行う

ための環境整備として、最近の施策内容の説明を行うとと

もに、特許庁が保有する企業データを提示しながら、企業

の知的財産戦略について、企業の知的財産部長等と意見交

換を行った。 

 

２． 政府全体における取組 

２．１． 知的財産戦略の動き（「推進計画」策定まで） 

知的財産戦略はめまぐるしいスピードで展開している。

2002年11月には、知的財産戦略の基本方針を定めた「知

的財産基本法」（平成 14年（2002年）法律第 122号）が

成立し、同法に基づき、2003年３月には、内閣に知的財

産戦略本部が設置された。同本部における約４か月の活発

な審議を経て、2003年７月に「知的財産の創造、保護及

び活用に関する推進計画」（「推進計画」）が決定され、知

的財産戦略に関する施策が集中的・計画的に実施されるこ

とになった。 

 

２．２． 知的財産戦略本部の専門調査会における検討 

「推進計画」の決定の際に、更なる調査検討が必要とさ

れた知的財産政策の重要課題について検討するため、知的

財産戦略本部の下に、「権利保護基盤の強化に関する専門

調査会」、「コンテンツ専門調査会」及び「医療関連行為の

特許保護の在り方に関する専門調査会」の３つの専門調査

会が設置された。 

 

 

なお、医療関連行為の特許保護の在り方に関する専門調

査会では、患者と医師の信頼関係の下で等しく行われるべ

き医療行為等に悪影響を及ぼさないように十分配慮しつ

つ、国民の保険医療水準の向上に資する有用で安全な医療

技術の進歩を促進する観点から、医療関連行為の「特許法」

上の取扱いについて検討が進められている。 

 

２．３． 「推進計画」の成果 

「推進計画」に記載された各種施策については、いくつ

かの成果が出始めている。その概要をまとめると次のとお

りである。 

＜第１章 創造分野＞ 

○国立大学の法人化により、大学運営について大幅な

自主性が認められることを契機に、大学における研

究成果を原則機関帰属とするとともに、大学の知的

財産本部の整備や技術移転機関（ＴＬＯ）との連携

の強化を図る等、産学連携を推進するルールや体制

の整備が図られている。 

＜第２章 保護分野＞ 

○今後、審査順番待ち案件が80万件に拡大すると予想

されている特許審査については、「特許審査の迅速

化等のための特許法等の一部を改正する法律」が成

立し、その着実な実施が図られるとともに、任期付

審査官の大幅増員など「審査順番待ち期間ゼロ」へ

向けた総合施策が実施に移されている。 

○知的財産訴訟の一層の充実及び迅速化を図るため、

これを専門的に取り扱う「知的財産高等裁判所設置

法」が成立するとともに、これにあわせて、裁判所

調査官の権限の拡大及び明確化、侵害行為の立証の

容易化と営業秘密の保護、特許侵害訴訟と無効審判

の関係の整理などの措置を盛り込んだ「裁判所法等

の一部を改正する法律」も成立し、その着実な実施
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が図られている。 

○模倣品・海賊版対策の強化については、知的財産権

侵害疑義物品の輸入者・製造者等の情報を権利者に

開示すべく、「関税定率法」が改正され、2004年４月

に施行され、その着実な実施が図られている。 

○外国市場対策については、ＯＤＡ大綱やＡＰＥＣ首

脳宣言・閣僚宣言において知的財産権の保護が盛り

込まれるなど一定の進展が見られる。 

＜第３章 活用分野＞ 

○知的財産権に関するライセンサーの立場にある企業

が倒産した場合に、当該知的財産権のライセンスを

受けている企業の保護等を内容とする「破産法改正

案」が成立し、その着実な実施が図られている。 

＜第４章 コンテンツビジネスの飛躍的拡大＞ 

○我が国のコンテンツは、近年、海外で高い評価を得

ているが、その魅力をビジネスとして十分生かしき

れていないのが現状である。このため、総合的なコ

ンテンツの振興を図るべく、「コンテンツの創造、保

護及び活用の促進に関する法律」が成立し、その着

実な実施が図られている。 

○権利者へ利益が還元されるための基盤を整備する観

点から、音楽レコードの還流防止措置及び書籍・雑

誌の貸与権の付与等を内容とする「著作権法の一部

を改正する法律」が成立し、その着実な実施が図ら

れている。 

＜第５章 人材の育成と国民意識の向上＞ 

○法曹人口の増加の中で、「知的財産法」に関する研修

に多数の弁護士が自主的に参加するなど弁護士の知

的財産への関心の高まりが見られる。 

○弁理士人口の拡大が進むとともに、特定侵害訴訟代

理人としてのいわゆる「付記弁理士」が2003年度か

ら誕生している。 

○2004年４月より設置された法科大学院では、68校あ

るすべての法科大学院において、「知的財産法」に関

する授業科目が開設されるなど知的財産に関する教

育も着実に進みつつある。 

 

知的創造時代の審査・審判 

１． 審査 

１．１． 特許審査 

(1) 特許審査をめぐる現状 

(ｱ) 出願・審査請求の動向 

 (A) 特許出願の動向 

我が国の特許出願件数は、1997年から2001年にかけ

て年平均３％程度の割合で増加し、その後も高い水準

で推移している。また特許協力条約に基づく出願（以

下、「ＰＣＴ出願」という。）は、2003年対前年比23％

増となり、企業活動のグローバル化等を背景に、今後

も増加傾向が続くと予想される。 

 

 

 (B) 審査請求の動向 

我が国の審査請求件数は、1997年から2000年にかけ

て年平均４％程度の割合で増加し、その後も25万件前

後の高い水準で推移している。これは、ある特定の年

に行われた出願全件のうち、最終的に審査請求される

出願の比率（以下、「最終審査請求率」という。）が、

1988年出願分以降６年間で約10ポイントも上昇し、そ

の後も 54％程度という高い値で推移していること等に

起因している。 

また、1999年の「特許法」改正により、これまで出

願から７年であった審査請求期間が３年に短縮された

ことに伴い、今後、2004年から2008年の５年間にわた

って、一時的に審査請求件数が急増することが予想さ

れている。 
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(ｲ) 特許審査の現状 

技術革新の進展に伴い、特許出願の内容も高度化・複雑

化している。また、戦略的に特許を取得するために、出願

人が、明細書に記載した技術をもとに権利範囲を多面的に

設定する傾向を反映し、特許出願１件に含まれる発明の数

（請求項数）は一貫して増加傾向にある。 

さらに、近年急増しているＰＣＴ出願に関する国際調査

報告や国際予備審査報告の作成につては、企業の事業戦略

上、重要であると考えられることに加え、報告書の作成期

限や諸外国の文献も含めた調査範囲が条約で定められて

いるため、優先的に取り扱う必要がある。このため、特許

審査官のＰＣＴ出願に関する業務が増大しており、結果と

して国内出願の関連業務に充てることができる審査能力

の割合は減少する傾向にある。 

特許庁では審査業務の効率化に向け、先行技術調査の外

部発注（アウトソーシング）やＩＴを活用したペーパーレ

スシステムの導入等の抜本的な対策を講じており、この結

果、審査官一人当たり、欧米の特許審査官の２～３倍の案

件の審査を行い、少ない人員により効率的な審査を実現し

ている。 

 

しかしながら、近年の審査請求件数の増大に対応して、

審査請求件数と審査着手可能件数の不均衡が生じている。

この４年間でみた場合、その不均衡は、７万１千件（2000

年）、５万８千件（2001年）、２万２千件（2002年）、２万

１千件（2003年）と改善傾向にはあるものの、滞貨の累

積は約52万件まで増大し、審査順番待ち期間の長期化を

招いている。さらに、審査請求期間を短縮する制度改正の

影響で、今後数年にわたって審査請求件数が急増して、滞

貨が約30万件程度増加し、審査順番待ち期間が一層長期

化すると懸念されている。 

 

 

 

 

(2) 特許審査の取組 

「審査順番待ち期間ゼロ」を実現するためには、既存の

滞貨約52万件に加え、今後発生が見込まれる約30万件の

審査順番待ち案件（いわゆる「請求のコブ」）を一掃する

ことが必要である。このため、次の施策（参照図：特許審

査の迅速化に向けた総合施策）を講じた。 
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(ｱ) 迅速かつ的確な特許審査の実現に向けた主な取組 

 (A) 通常審査官の確実な確保 

審査の的確性を維持しつつ「審査順番待ち期間ゼロ」

を実現するためには、まずは中長期的に審査請求件数

（IN）と審査着手能力（OUT）の不均衡を解消するため

に必要な特許審査官の増員を行うことが求められる。

このため、国家公務員の定員削減が進められる厳しい

状況の中、必要な特許審査官の定員を確保する。 

 (B) 任期付審査官500名の確保 

「審査順番待ち期間ゼロ」を実現するためには、通

常審査官の増員により、INと OUTの中長期的な均衡を

図るとともに、今後約80万件まで増加すると見込まれ

る審査順番待ち案件（滞貨）を一掃することも極めて

重要な課題である。 

このような大規模な滞貨を一掃するには、一時的に

審査能力を大幅に増強することが必要であるため、臨

時措置として、任期付任用による専門性の高い外部人

材を５年間にわたり毎年 100名程度、合計 500名程度

の採用する計画をたて、2004年度はその一環として98

名の任期付審査官を採用した。引き続き任期付審査官

の定員を毎年 100名ずつ確保し、臨時的な審査能力の

向上を図る。 

 (C) 先行技術調査のアウトソーシングの拡充 

「審査順番待ち期間ゼロ」の実現に向けて、通常審

査官や任期付審査官の増員効果を最大限発揮するため

には、先行技術調査のアウトソーシング（以下、「サー

チ外注」という。）についても、規模を大幅に拡大して

いくことが必要不可欠である。 

サーチ外注に関し、現行制度は、公益法人の中から

特許庁が指定した指定調査機関に対し、先行技術調査

等を外注できる仕組みとなっている。 

今後、優秀な調査業務実施者（サーチャー）をより

多方面から確保して、サーチ外注の一層の拡充を図る

ためには、公益法人要件の撤廃や、指定制度から登録

制度への移行等によって、外注先機関の裾野を広げる

必要がある。このため、今般の「特許審査迅速化法」

において、これらの事項について必要な法的手当がな

されている。今後、民間の調査会社等、複数機関が登

録調査機関に新規参入することによって、サーチ外注

規模の拡大が図られるとともに、登録調査機関の間に

競争的環境が生まれることが期待される。 

しかしながら、サーチ外注業務は高度の知識と一定

の経験を必要とするため、新たに登録調査機関として

サーチ外注業務に参入する民間の調査会社等がこれら

の要件を備えた所定の数の専門人材を自ら育成するこ

とは、相当のコストとリスクを伴う。このため、独立

行政法人工業所有権総合情報館において、実践的な内

容を含む充実した研修を実施して、専門性のある質の

高いサーチャーの育成を行い、登録調査機関への新規

参入の促進を図る予定である。 
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また、近年では、従来から行われてきた調査結果を

報告書にまとめて特許庁に提出する形式の業務提供

（納品型外注）から、報告書の提出に際して調査を担

当した調査機関のサーチャーが調査結果を審査官に直

接口頭で説明するとともに、審査官からサーチノウハ

ウをフィードバックできる形式の業務提供（対話型外

注）への転換を図るなど工夫を進めている。今後、先

行技術調査のアウトソーシングの効率化及び質的向上

が求められる中で、納品型から対話型への移行を更に

進めていく。 

 (D) 特定登録調査機関制度の導入 

「特許審査迅速化法」により、2005年４月から、特

定登録調査機関制度が導入されることとなった。当該

制度を活用して、出願人が質の高いサーチレポートを

審査請求前に入手し、権利化の見通しを立てて審査請

求を行うことにより、出願人のより適切な審査請求行

動を促すことができると期待される。 

 (E) 的確な権利設定に向けた審査基準の改訂・運用 

2003年、特許庁では、産業構造審議会知的財産政策

部会特許制度小委員会での検討を踏まえ、より的確な

特許保護及び国際調和の観点から、以下の審査基準の

改訂、公表を行った。 

  (a)「人間を手術、治療又は診断する方法」の審査基

準の改訂（2003年８月） 

  (b)「明細書及び特許請求の範囲の記載要件」の審査

基準の改訂（2003年10月） 

  (c)「明細書、特許請求の範囲又は図面の補正」の審

査基準の改訂（2003年10月） 

  (d)「発明の単一性の要件」の審査基準の改訂（2003

年12月） 

また、次の審査基準については、作成・改訂作業を

進めており、2004年度中に公表する予定である。 

  (e)「優先権」の審査基準の作成 

  (f)「実用新案技術評価書」の審査基準の見直し 

  (g)「審査の進め方」の審査基準の見直し 

 (F) 担当弁理士の明確化 

特許制度小委員会特許戦略計画関連問題ワーキング

グループからは、出願毎にその担当弁理士を明記し、

面接要請等には、担当弁理士が責任をもって対応する

必要がある旨報告された。 

この報告を受け、2004年４月１日以降に出願される

出願、同日以降に請求される審判請求で、複数の代理

人がいる場合又は代理人が特許業務法人の場合には、

願書等に担当弁理士を表示すること、及び、原則、担

当弁理士が面接等を行うことを、日本弁理士会等を通

じて依頼した。 

(ｲ) 出願人ニーズに応じた特許審査の実現に向けた取組 

特許審査に対する出願人ニーズが多様化する中、戦略的

な特許取得など出願人の知的財産戦略を支援するため、特

許庁では次の施策を実施している。 

 (A) 早期審査の推進 

研究開発成果の早期活用、グローバルな経済活動等

に対する支援を目的とし、出願人の早期権利取得ニー

ズに、より適切にこたえるため、既にその発明を実施

している（あるいは２年以内に実施予定の）実施関連

出願や、外国にも出願している外国関連出願、また資

力の乏しい中小・ベンチャー企業や、研究成果の社会

への還元が期待される大学・ＴＬＯ、公的研究機関か

らの出願について、事情説明書の提出を前提に、早期

審査を行っている。 

 

 (B) 国際出願と先の国内出願の同時着手の運用明確化 

 (C) 出願人・代理人との巡回審査の推進 

 (D) 関連出願連携審査の着実な実施 

 

１．２． 意匠審査 

(1) 意匠出願の動向 

＜出願全体＞ 

過去10年以上にわたって、意匠登録出願件数は約４万

件で推移し、安定した出願件数となっている。2003年に

おける出願件数は 39,267件であり、2002年に比べ、約

5.5％、約２千件ほど増加している。 
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2003年の意匠登録出願件数を物品分野別にみると、日

本意匠分類Ｈグループ（電気電子機械器具及び通信機械器

具）、Ｌグループ（土木建築用品）及びＤグループ（住宅

設備用品）の出願が依然として多く、Ｈグループの出願件

数が２年連続で減少しているものの、その他の物品分野で

はどの分野においても前年の出願件数を上回っている。 

また、近年大幅に出願件数が増加しているのは、Ｅグル

ープ（趣味娯楽及び運動競技用品）であり、具体的には遊

技娯楽用品の出願件数が大幅に増加している（参照図：物

品分野別意匠出願件数推移）。 

 

(2) 意匠審査の状況と迅速化・的確化の必要性 

(ｱ) 意匠審査全般 

製品サイクルの短縮化、活発な技術革新、消費者側の商

品デザイン性の重視、アジア諸国等からの模倣品流入の増

加等、意匠の早期保護に対するニーズが高まる中、意匠審

査の迅速化を進め、出願から一次審査結果の通知まで（Ｆ

Ａ期間）の平均期間が1999年には約15.2か月であったが、

2003年は平均期間を 7.7か月まで短縮化してきたところ

である。また、出願日から一次審査結果の通知後に査定が

発送されるまでの期間（ＳＡ期間）も短縮化し、2003年

には平均12.9か月となった。 

 

 

 

 

しかし、企業等における意匠登録出願と製品（実施物）

の関係を見ると、意匠登録出願から製品発売までの期間は、

物品分野に関わりなく、どの分野も概ね３か月程度であり、

ライフサイクルの短い物品や模倣されやすい物品の分野

では製品発売から３か月程度経過後に模倣品等が発生し

始めるため、意匠審査のＦＡ期間の更なる短縮が求められ

ている。一方、ライフサイクルの比較的長い物品分野では、

審査期間の安定化、意匠審査の判断内容の明確化が望まれ

ている。 

(ｲ) 早期審査 

権利化について緊急性を要する実施関連出願など、所定

の要件を満たす意匠登録出願については、審査官は速やか

に審査を開始し、その後も遅滞なく処分が終了するように

審査手続を進めることとしている。 

2003年における早期審査の申出件数は75件、そのうち

早期審査の対象として選定された件数は34件（約45％）

であった。また、早期審査の対象として選定された案件に

ついては、早期審査の申出から平均約２か月で一次審査結

果を通知している。 
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図：物品分野別意匠出願件数推移 

 

(3) 意匠分類の改正 

現行の日本意匠分類は1989年に一部改正を行ってはい

るものの、運用開始から20年以上が経過し、その間産業

界では様々な新技術を基盤として、人の生活スタイルや環

境にあわせた製品が創造され、デザインが多様化している

ことや、1998年に「意匠法」が改正されていることから、

現行の意匠分類を見直す時期にきていると考えられる。 

一方、近年意匠審査は迅速化し、出願から一次審査結果

の発送までの期間（ＦＡ期間）が2003年には平均7.7か

月まで短縮化しているものの、模倣されやすい製品やライ

フサイクルの短い製品の産業分野からは、更なる審査期間

の短縮化が求められており、このためには増大化する審査

資料を効率よくサーチしていくことが重要となる。 

これらを踏まえ、2003年から日本意匠分類の改訂作業

を開始し、2004年４月に新しい日本意匠分類の策定作業

を終えた。今後は現行の意匠分類から新しい意匠分類に混

乱を来すことなく移行するための準備をすすめ、2005年

１月の出願以降から新しい意匠分類を適用し、意匠審査へ

の運用を開始する予定である。 

 

１．３． 商標審査 

(1) 商標出願動向 

商標登録出願件数（国際商標登録出願を除く。）は、近

時最多を記録した2000年以降、２年連続して減少したが、

2003年の出願件数は、前年比約５％増の約11万８千件と

なっている。 

一方、2003年の登録件数は、前年比約４％増の約10万

５千件となっている。 
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(2) 審査処理状況 

(ｱ) 審査処理期間 

商標の審査処理期間は、処理に係る電子化の推進及び民

間能力の活用等を進めることにより、着実な短縮化が図ら

れている。具体的には、2003年における平均ファースト

アクション期間（ＦＡ期間）は約７か月であり、前年から

約２か月短縮した。 

 

 

(3) 商標審査の取組 

(ｱ) 早期審査 

模倣・侵害事件が生じている出願に関する早期処理のニ

ーズ、経済活動のグローバル化等を踏まえ、商標登録出願

のうち、出願人が出願に係る商標を使用しているか又は使

用の準備を進めており、かつ、第三者が無断で使用してい

るなど権利化について緊急性を要するものについては、通

常審査に優先して速やかに審査する早期審査を実施して

いる。 

（参考：早期審査の対象となる出願） 

次の２つの要件を備えた商標登録出願を早期審査の対

象とすることができる。 

  (a)出願人自身又はライセンシーが、出願商標を指定

商品若しくは指定役務（一部の商品若しくは役務を

含む。）に使用しているか又は使用の準備を相当程

度進めている出願であること 

  (b)「権利化について緊急性を要する出願」であるこ

と 

上記の「権利化について緊急性を要する出願」とは、次

のいずれかに該当する場合をいう。 

○第三者が許諾なく、出願商標又は出願商標に類似す

る商標を出願人若しくはライセンシーの使用若しく

は使用の準備に係る指定商品若しくは指定役務又は

これらに類似する商品若しくは役務について使用し

ているか又は使用の準備を相当程度進めていること

が明らかな場合 

○出願商標の使用について、第三者から警告を受けて

いる場合 

○出願商標について、第三者から使用許諾を求められ

ている場合 

○出願商標について、出願人が日本国特許庁以外の特

許庁又は政府間機関へも出願している場合 

○その他、権利化について緊急性があると認められる

場合 

 

(ｲ) 審査の質の確保 

商標審査に関しては、商標登録出願の平均ＦＡ期間がこ

こ数年短縮化してきている一方、制度利用者からより一層

の審査の質の確保が求められている。そこで、商標審査を

適正かつ統一的に行い、安定した権利を付与するための方

策を講じるとともに、商標審査の判断が常に社会・経済の

状況に合致したものとなるように、「ことば」に造詣の深

い学術・文化関係者など、商標に関連する各分野の有識者
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と意見交換を行うことを目的とする商標有識者懇談会を

開催して、審査の質を確保するよう努めている。 

 

２． 審判 

２．１． 審判の現状 

(1) 審判の請求動向 

審判制度は、審査の上級審としての機能と特許等の有効

性に関する紛争解決の機能という２つの機能を有してい

る。前者を主たる機能とする拒絶査定不服審判等の権利付

与前の審判の請求動向は、審査の動向との関係が深く、後

者を主たる機能とする無効審判等の権利付与後の審判の

請求動向は、侵害訴訟等の産業財産権に係る紛争の動向と

の関係が深い。 

(ｱ) 拒絶査定不服審判 

拒絶査定不服審判の請求件数は、意匠がここ数年はほぼ

横ばい、商標が微減傾向であるのに対して、特許は高い伸

びを示している。これは、特許審査における拒絶査定件数

及び拒絶査定率の上昇によるものと考えられる。 

 

(ｲ) 無効審判・訂正審判 

特許・実用新案・意匠・商標の各分野とも無効審判の請

求件数は、侵害訴訟等、産業財産権に係る紛争の増加を反

映し1990年代以降増加傾向にあったが、ここ数年減少傾

向にある。 

 

 

特許の訂正審判の請求件数は、ここ数年で急増している

が、その増加分の大部分が審決等取消訴訟の継続中に請求

されたものであり、訴訟段階に至っての訂正審判の請求が

常態化していることがうかがえる。 

 

(ｳ) 異議申立 

異議申立件数は1998年をピークに漸減傾向にある。こ

うした異議申立の減少傾向は、事後に特許権が取り消され

ることのない、安定的権利付与に向けた適切な審査が進ん

でいることを示しているものといえる。特許異議申立制度

は、平成 15年（2003年）法改正により廃止され、2004

年１月１日より無効審判制度に統合された。 

 

 

(2) 審理の充実（厳正化） 

プロパテント政策は、特許権に対して強い保護を与えよ

うとするものであるが、こうした政策が適切に推進される

ためには、特許性を有する発明が適正に特許されるととも

に、特許性を欠く発明が特許されないことを確保する運用

体制が確立される必要がある。係る観点から、特許に関す

る審判の審理結果を見ると、ここ数年、審理の充実化（厳

正化）の傾向が明確になっていることがわかる。 

拒絶査定不服審判の審決の内訳をみると、請求不成立と

した審決の割合が、1997年の約 20％から 2003年には約

46％と２倍以上に増加している。これは、特許性を有する
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発明が特許され、特許性を欠く発明が特許にされないとい

う適切な審査・審理の確保の観点から、その充実化が図ら

れ、産業の発展に資する発明の適切な保護が図られている

ことをうかがわせるものである。また、拒絶査定不服審判

の審決取消訴訟の状況を見ると、1999年度には約24％で

あった審決取消率が、2003年度には約17％に低下してお

り、この審理の充実化が裁判においても支持されているこ

とがうかがえる。 

進歩性等の特許要件の厳正化は、従来より産業界から要

請がなされていたものであり、ここ数年の審判の審理の傾

向は、産業界のこうした要請にもこたえるものといえる。 

また、拒絶査定不服審判における請求不成立率の上昇は、

審査において特許されなかった発明が審判においても特

許されなかったケースの割合が増加していることを示す

ものであるから、特許取得の可否に対する予見性が向上し

ているといえる。 

 

 

(3) 審判部の取組 

(ｱ) 審理の充実に向けた取組 

特許庁の主たる使命として安定した産業財産権を付与

することが挙げられる。審判においても的確な審理の遂行

が求められており、「当事者の主張を踏まえた的確な判

断」といった審理内容の充実に関する課題については、引

き続き、進歩性の要件の重視（厳正化）を含めた基準等に

基づく統一した運用、権利付与後の審判事件の審理体制の

充実、審査・審判の連携、技術アドバイザー・法律アドバ

イザー等幅広い知見者の活用、研修等の充実、判決内容の

分析と審判官へのフィードバックの充実等を展開する。ま

た、面接審理及び巡回審判を積極的に活用し、請求人等と

の対話を通じた的確な審理の一層の推進を図る。 

(ｲ) 迅速な審理の実現に向けた取組 

無効審判等の権利付与後の審判事件については、特許権

等の有効性をめぐる紛争を迅速に解決することにより保

護の実効性を図ることが社会的な要請であるとの観点か

ら、優先的な審理を実施している。 

拒絶査定不服審判等の権利付与前の審判についても審

理期間を注視していくとともに、同一審判請求人の関連す

る案件を一括して審理する「まとめ審理」を実施し、効率

的な審理を図る。また、審判調査員等、審判官業務を補助

する者の一層の効率的な活用を図る。 

 (A) 無効審判について、当事者との合意に基づき審決送

達までのスケジュールを策定し、そのスケジュールに

沿って審理を進める、いわゆる「計画審理」を、2001

年７月からの試行結果を踏まえて、2003年１月以降

に請求された無効審判事件のうち、複雑で審理スケジ

ュールの見通しが立てにくい案件を対象として本格

的に導入している。 

 (B) 特定の要件を満たす拒絶査定不服審判事件につい

ては、申立により当該事件の審理を早期に行う早期審

理制度を実施している。特許・実用新案について、2000

年７月より早期審理の対象とするための要件を緩和

するとともに、早期審理に関する事情説明書を簡素化

し、利用しやすい制度とした。2004年７月からは、

適用対象のさらなる拡大を図った。 

(ｳ) 紛争解決機能の充実 

侵害訴訟等の知的財産権紛争と関連していることが多

い無効審判や訂正審判は、優先的に審理を進めている（前

項(ｲ)参照)。 

特に、裁判所との情報交換の促進を通じて侵害訴訟と関

連したこれらの審判事件等を早期に把握し、侵害訴訟関連

審判事件のより迅速な審理に活用する。 

(ｴ) 審判環境の整備 

特許行政全体の情報化の流れの中で、審判制度において

も情報化に基づいた審判環境の整備を実現することで、行

政サービスの向上を図る。 

拒絶査定不服審判（前置審査を含む）については、出願

段階からの手続の継続性が強く、出願段階からの一貫した

ペーパーレス化に対する庁内外からのニーズも高いこと

から、意匠・商標のペーパーレス化と並行し、2000年１

月から四法同時の審判ペーパーレスシステムを稼働し、運
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用している。 

(ｵ) 制度改正にともなう取組 

特許権の有効性を争う紛争処理制度の合理化を図るた

め、特許異議申立と無効審判の統合・一本化及び審決等取

消訴訟係属中の訂正の機会の適正化等を内容とする新無

効審判制度が2004年１月から施行されている。この新無

効審判制度については、2003年９月から11月にかけて全

国で説明会を行う等、その内容を広く一般に周知してきた。

引き続き、新無効審判制度の内容を周知し、制度の的確な

運用を図っていく。 

また、侵害訴訟における無効の判断と無効審判の関係等

に関し、紛争の一回的解決を目指す方策も含め、紛争の合

理的な解決を図るために、司法制度改革推進本部の知的財

産訴訟検討会において検討がなされた。同検討会の取りま

とめを受け、「裁判所が、侵害訴訟において『特許が無効

であることが明かな場合』に限らず、当該権利の有効性に

ついて判断でき、権利が無効審判で無効とされるべきもの

であるときは、権利の行使を認めない旨の規定（「特許法」

第104条の３等）」や、「裁判所と無効審判との判断相違の

防止のため、侵害訴訟当事者の権利の有効性に関する主

張・立証情報を特許庁が必要に応じ入手することを可能と

する規定（「特許法」第168条第５項～６項等）」の新設等

を内容とした「裁判所法等の一部を改正する法律」が、2004

年６月に成立した。同法が施行される2005年４月に向け、

侵害訴訟係属中の無効審判等の迅速な審理及び裁判所と

特許庁の連携強化のための取組を行っていく。 

 

２．２． 審決等取消訴訟の出訴状況 

2003年の審決等取消訴訟の出訴件数は、全体としては

減少した。ただし、特許の無効審判審決取消訴訟、商標の

異議申立審決取消訴訟については増加した。 

審決、決定全体に対する取消訴訟が出訴された審決、決

定の割合（出訴率）を見ると、特許の拒絶査定不服審判審

決取消訴訟については、審決に対する出訴率はほぼ一定で

ある（参照表：出訴件数（2003年））。 

 

我が国における知的財産活動の状況 

１． 知的財産戦略と産業競争力 

１．１． 統計からみる知的財産活動 

知的財産政策の企画・立案に当たっては、企業等におけ

る知的財産活動の実態を把握することが重要である。知的

財産活動調査１は、企業等の知的財産活動に関する実態を

調査し、多様な知的財産活動に迅速かつ的確に対応できる

基礎情報を得ることを目的とした、我が国で唯一の本格的

な知的財産関連調査統計である。 

 

(1) 国内外への特許出願状況 

知的財産活動調査の結果によると、2002年における国

内への特許出願件数を業種別に見ると、電気機械工業が約

13.4万件と最も多く、日本企業の国内出願全体（約38.7

万件）の 35％を占める。また、次に多い化学工業（医薬

品工業を含む）は全体の約 11％を占め、以下、機械工業

10％、輸送用機械工業９％の順となっている。 

国外への特許出願件数を業種別に見ると、電気機械工業

が8.1万件と最多であるが、国内への出願件数に対する外

国への出願件数の割合（外国出願率）で見ると、化学工業

（医薬品工業を含む）が最も高く、国内出願の約７割程度

が外国出願を行っている。 
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(2) 国内特許権の業種別実施状況 

2002年度における国内の特許権の保有件数が最も多い

のは電気機械工業であり、特許権全体の約 36％のシェア

を占めている。次いで、化学工業、機械工業、輸送用機械

工業が 10％～９％のシェアを占めており、これら４業種

が国内特許権の60％以上を保有している。 

これらの業種の特許権の実施状況を見ると、機械工業の

自社実施率（実施件数／保有件数）が約 46％と高い水準

にあるのに対して、電気機械工業、化学工業、輸送用機械

工業のいずれについても自社実施率が 20％～30％程度で

ある。 

他社への実施許諾件数が保有件数に占める割合（他社実

施許諾率：実施許諾件数／保有件数）については、個人が

約 31％、精密機械工業及び卸・小売業、サービス業が約

15％であるほかは多くない。 

 

 

 

(3) 産業財産権に関するライセンス収支 

2002年度の産業財産権に関する外国とのライセンス収

支を比較すると、収入は3,821億円、支出は2,566億円で

あり、1,255億円の収入超過となっている。しかし、ライ

センス収入の約 64％が海外に展開している子会社や関連

会社等のグループ内企業との取引であるのに対して、ライ

センス支出の約 88％がグループ企業以外との取引である

ため、グループ内企業との取引を除くと、ライセンス収入

は1,377億円、支出は2,262億円で885億円の支出超過と

なる。 
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ライセンス収支の内訳を産業財産権別に見ると、特許権

に関しては収入は約3,432億円、支出は約2,107億円で収

入超過、実用新案権に関しては収入は約２億円、支出はほ

とんどなく収入超過、意匠権に関しては収入は約６億円、

支出は１億円未満で収入超過、商標権に関しては収入は約

332億円、支出は約459億円で支出超過となっている。 

 

 

(4) 知的財産活動の体制・費用 

日本企業等における知的財産担当者総数は2002年度で

約４万人であるが、その内訳としては、出願系業務に携わ

る人数が最も多く、全体の約３分の１以上を占めている。 

また、日本企業等の国内外での知的財産関連総費用は

2002年度で約4,462億円であるが、その85％が出願系業

務に使用されている。それと比べて係争系や調査系、情報

系、管理系、補償系の業務に対してはあまり費用が掛けら

れていない。 

 

(5) 知的財産権侵害の状況 

日本企業が外国企業から訴えられる訴訟件数をみると、

全体の約６割であり、国別では、最も多いのが米国企業か

らである（41件）。その内訳を権利別にみると、特許権に

基づくものが35件で全体の約８割程度である。 

一方、日本企業が外国企業を訴える訴訟件数を地域別で

みると、最も多いのはアジア企業の87件で外国企業への

訴訟件数の７割を超える。その内訳を権利別にみると、商

標権に基づくものが68件で全体の約８割を占める。 

外国企業に対して、訴えるケースと訴えられるケースを

比較すると、対米国企業では訴えられるケース、対アジア

企業では訴えるケースが多い。また、対欧州企業では訴え

られるケースがやや多い。 

 

 

１．２． 企業における知的財産戦略 

～我が国企業の新たな知的財産戦略への取組状況～ 

(1) 事業戦略・研究開発戦略・知的財産戦略を三位一体と

した経営戦略の推進 

高度成長期以降、我が国企業の知的財産戦略の多くは、

欧米企業へのキャッチアップ過程の中で、「防衛」を主眼

とした生産技術や製品開発をベースとする大量の特許出

願・取得に重点をおいてきた。 

近年、デジタル分野を中心とした世界レベルの研究開発、

中国・韓国・台湾といった東アジア諸国・地域の急速な追

い上げ等を背景として、我が国企業における知的財産戦略

にも変革が求められている。その結果、企業の知的財産部

門も、従来の出願・管理重視から経営戦略そのものに沿っ

た活動（特に事業部門、研究開発部門との連携）に機能が

強化されつつある（参照図：経営戦略における三位一体）。 

またバブル崩壊以降、事業の選択と集中が加速する中、

知的財産権を核とした新たな研究開発テーマの選定、事業

活動の方向性の決定がなされる企業も増えつつある。 

さらに、従来の「守り」から「攻め」への転換により、

エンフォースメント強化策の一環として知財部門と法務

部門との連携も強化されつつある。 
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○ 事 前 調 査

　 ・先 行 技 術 調 査 （研 究 開 発 時 、出 願 時 、審 査 請 求 時 ）
　 ・他 社 動 向 調 査 （特 許 マ ップ 作 成 等 ）
○ 権 利 取 得 （特 許 出 願 又 は 営 業 秘 密 と して 管 理 ）
○ 権 利 保 護 ・活 用 （自 社 独 占 、ラ イ セ ン ス 、模 倣 品 対 策 、
　 　　 　 　　 　 　 　　 　 　　 　 　 　海 外 で の 技 術 ・ノ ウ ハ ウ 管 理 ）

事 業 戦 略 研 究 開 発 戦 略

知 的 財 産 戦 略

経 営 戦 略 に お け る
三 位 一 体

研 究 開 発 戦 略 を 支 援

・自 社 の 技 術 力 の 分 析 や 研

  究 開 発 テ ー マ 設 定 に 活 用
・自 社 技 術 の 標 準 化 を目 指 す

  戦 略 的 な 権 利 取 得
・共 同 研 究 パ ー トナ ー 選 定 の

  判 断 材 料 と して 知 的 財 産
  情 報 の 活 用  　 　 　 　 　 　 　 　等

事 業 戦 略 を支 援

・新 事 業 参 入 、他 社 との 事 業

  提 携 等 の 事 業 戦 略 策 定 に
  あ た り判 断 材 料 とし て 知 的
  財 産 情 報 を 活 用
・事 業 戦 略 を 踏 ま え 、攻 撃 ・

  防 御 ・予 防 の 面 か らの 権 利
  取 得   　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　等

営 業 秘 密 管 理 指 針 技 術 流 出 防 止 指 針

知 的 財 産 の 取 得 ・管 理 指 針

国 内 戦 略 海 外 戦 略

 

図：経営戦略における三位一体 

 

２． 主要技術分野における技術動向 

２．１． 重点８分野における特許出願状況 

政府は、第２期科学技術基本計画１において、ライフサ

イエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料の４

分野を重点分野として戦略的に技術開発を行っていく方

針を打ち出し、重点的に政策資源を投入していくことを決

定している。これらの４分野に加え、エネルギー、製造技

術、社会基盤、フロンティアを含めた８分野については、

重点分野として効果的・効率的な研究開発と研究成果の権

利化を促進し、戦略的に知的財産権を確保することが求め

られている。 

そこで、特許庁ではこれら重点分野の技術動向に関する

タイムリーな情報提供を行うため、上記８分野における特

許出願状況を定期的に調査し、特許庁ホームページにおい

て公表している。調査は、日本、米国及び欧州（以下、「三

極」という。）特許庁の公開特許公報や登録特許公報を国

際特許分類（ＩＰＣ）や特許庁独自のキーワード等を用い

て検索し、重点８分野に関する出願を抽出することにより

行っている。 

 

(1) 重点８分野の登録特許件数の三極比較 

2003年に三極特許庁で登録された重点８分野に関する

登録特許件数を分野別に集計すると、８分野すべてに関し

て米国での登録件数が他の二極を上回っている。 

 

 

(2) 公開／公表件数からみた日本における重点８分野の

特許出願状況 

日本での全技術分野の公開／公表件数が 423,230件

（2002年）から389,549件（2003年）に減少したことに

伴って、日本における重点８分野の公開／公表件数も、

2003年にはエネルギー関連を除いて前年より減少した。

全公開／公表件数に対する各分野の公開／公表件数の割

合は、いずれの分野についても前年並みである。 
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２．２． 三極コア出願の日米欧比較 

(1) 三極コア出願の定義 

経済活動のグローバル化の進展により、重要な発明は国

内だけではなく、外国にも出願される。外国出願の基とな

った国内出願を計る指標は様々あるが、ここでは、世界市

場の大部分を占め、かつ特許出願数の多い日米欧の三極に

ついて、①日米欧いずれかの国になされた特許出願であっ

て、その出願を優先権の基礎にして特許協力条約に基づく

国際特許出願がなされたもの（ＰＣＴルート出願）②日米

欧いずれかの国になされた特許出願であって、その出願を

優先権の基礎にしてＰＣＴルート以外で他の二極のいず

れかへ出願がなされたもの(パリルート出願）の双方を「三

極コア出願」と定義し、その構造や動向の分析を行った。 

 

(2) 三極コア出願件数の推移 

重要出願として位置づけられる三極コア出願は増加の

一途をたどっている。優先権主張年が2000年の出願につ

いては、日本国籍と欧州国籍のものが対前年比で 20％前

後の伸びを見せており、一層の増加の兆しを見せている。 

 

優先権主張年が1999年の出願について出願人国籍別に

三極コア出願率をみると、日本の出願は１割強であるのに

対し、米国及び欧州の三極コア出願率は３割程度である。

米国及び欧州は日本に比べ、他の２地域に対し積極的に外

国出願をしていることがわかる。 

また、ルート別にみると、三極コア出願に占めるＰＣＴ

ルート出願の割合（ＰＣＴルートの利用率）は、米国及び

欧州の出願では５割を超えているのに対して、日本の出願

では２割に満たず、日本ではパリルートによる外国出願の

方がより一般的であることがわかる。 

 

 

２．３． 注目技術分野の動向 

特許情報は、企業、大学等における研究開発の成果に係

る最新の技術情報及び権利情報である。 

特許情報の分析に基づく技術動向調査は、先端技術分野

等の出願状況や研究開発の方向性を明らかにするもので

あり、企業、大学等における研究開発テーマや技術開発の

方向性を決定する上で極めて有効である。 

特許庁では、近年成長が著しい産業や技術革新の影響が

大きい産業を中心に注目技術を取り上げ、特許出願技術動

向調査を実施している。2003年度は、14の技術テーマに

ついて調査を行い、特許庁ホームページにてその調査結果

を公表している。 

ここでは、14の技術テーマのうち「ＰＤＰ表示制御」

について紹介する。 

 

(1) ＰＤＰ表示制御 

ブラウン管や液晶ディスプレイでは、各セルの発光量あ

るいは透過率・反射率をアナログ的に制御でき、比較的容
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易に階調表示が可能であるが、ＰＤＰでは発光・非発光の

２値表示であるため、アナログ的な制御が困難である。こ

のようなＰＤＰにおいて高速階調表示を実現した基本技

術がＡＤＳサブフィールド駆動法と呼ばれるものである。

ＰＤＰ表示制御技術は、こうした階調表示制御技術を含む

画質向上のための表示制御技術や、低消費電力化のための

表示制御技術等を含むものである。 

(ｱ) 特許出願動向 

ＰＤＰ表示制御技術における世界の特許出願件数は

1990年初頭から増加傾向にあり、1999年から横這いとな

っている。出願人国籍別の特許出願件数の累計（1991～

2002年） 

 

では、日本からの出願（日本出願人）が2,084件であり、

他国の 1,000件未満に比べ圧倒的に多いが、1996年頃か

ら韓国からの出願（韓国出願人）が急進している。 

日本、米国、欧州及び韓国への出願件数（1991～2002

年の累計）とその出願人国籍の内訳をみると、日本からの

出願（日本人）は米国と欧州への出願が活発であり、両地

域の出願件数の 60％以上を占めている。これは、ＰＤＰ

表示制御技術の分野で日本企業が先駆的な活動をしてき

た結果を表しているものと解される。 

 

(ｲ) 技術課題ごとの出願動向 

ＰＤＰ表示制御を更に技術区分別に詳細に分析すると、

画質改善に関する技術の出願件数が全体の約半分を占め

ている。画質改善技術の中には、日本企業が基本特許を保

有するＡＤＳサブフィールド駆動法の基本特許も含まれ

ている。 

 

(ｳ) 日韓の出願人別の出願動向 

出願件数の多い日本企業７社と韓国企業５社について、

日本企業と韓国企業に分けて研究開発テーマ別の出願件

数をみると、韓国企業が「低消費電力化技術」や「低コス

ト化技術」の開発を重視していることがわかる。これは、

1996年頃に韓国がＰＤＰ分野に参入を始めた時期に、日

本において「低消費電力化」を研究開発テーマとする特許

出願が増加していることが背景の一つにあるものと考え

られる（参照図：日韓主要出願人の研究開発テーマ別出願

件数比）。 
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図：日韓主要出願人の研究開発テーマ別出願件数比（1991～2002年） 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

韓国企業

日本企業

出願件数

階調表示技術改善
表示品質改善
高解像度化技術
動作特性改善技術
高信頼性化技術
低消費電力化技術
低コスト化技術
映像信号対応技術
応用技術の改善技術

 

 

知的財産立国の実現に向けた特許庁の取組 

１． 大学等における活動支援 

１．１． 知的財産活動の必要性 

我が国の大学の研究開発ポテンシャルは世界的にみて

も高いレベルにある。例えば、我が国の研究開発費のうち、

約 20％は大学に投資されており、国全体の研究者の約

37％は大学で研究を行っている。すなわち、我が国の大学

は、良質な研究成果を創出することができる下地が十分に

備わっていると言える。これらの大学の研究成果を社会に

おいて効果的に活用するためには、大学において、適切な

知的財産管理が行われることが必要である。 

2003年４月に国立大学が法人化されたことを契機とし

て、大学を取り巻く環境は大きく変化している。大学の研

究者による特許は、従来は研究者個人が管理していたが、

今後は原則として大学が一元的に管理することとなって

いる。 

これらの状況を踏まえると、知的財産の管理に大学が組

織的に対応してくことが重要であり、活用される可能性の

高い研究成果の発掘から権利化及び産業界への技術移転

に至る一連の知的財産の管理が円滑に進むためのルール

作り、組織の整備及び人材の確保が課題とされている。 

 

１．２． 知的財産活動への取組 

(1) 大学における知的財産活動の拡大 

大学等の行う基礎研究に対する産業界の期待と、大学の

新たな使命である社会貢献に対する意識の高まりの中で、

産学連携の取組は進展している。大学等と企業との連携状

況を示す共同研究件数は、2002年度は 6,767件であり、

1998年の2.6倍に伸びている。受託研究件数についても、

2002年における受託研究数は、6,584件、受託金額の総計

は約32億円にまで拡大している。 

知的財産の面から見ても、大学等で行われている研究成

果を保護する動きは活発化している。例えば、大学の発明

委員会の審議件数は、1999年度には 1,725件であったも

のが、2002年度では 3,832件と増加している。また、我

が国の大学の特許出願は、1997年には 145件に留まって

いたが、2003年には、948件にまで増加している。 

 

 

これまでは、多くの大学において、研究者が発明を行っ

た場合に、その権利化を審議する発明委員会は存在してい

たが、発明の管理に関する組織的な対応が必ずしも十分に

行われていたとはいえない状況にあった。法人化された多

くの大学においては、大学の研究成果を社会還元するため

の知的財産の管理部門、産業界との連携の窓口となるリエ

ゾンオフィスの設置等を推進しており、大学の知的財産に

関する取組は拡大している(参照図:大学における産学連

携体制の一例)。 
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(2) ＴＬＯにおける知的財産活動 

1998年の「大学等における技術に関する研究成果の民

間事業者への移転の促進に関する法律」（ＴＬＯ法）の制

定や産業技術力強化法等により、ＴＬＯに対する様々な支

援措置が講ぜられ、2004年４月末現在で全国に37のＴＬ

Ｏが設立されるに至っている。これらＴＬＯの活動により、

2003年度においては、国内出願件数は 1,679件、外国出

願件数は 654件、技術移転によるロイヤルティ収入は約

5.5億円に上がるなど、着実に成果を積み重ねている。 

 

１．３． 大学・公的研究機関の知的財産活動を支援する

ための措置 

(1) 知的財産管理アドバイザーの派遣 

産学連携を促し、産業の活性化を図るためには、大学等

の中で創出された発明等の知的財産を研究者個人の帰属

にするのではなく、大学等による機関帰属を原則とするこ

とが効率的である。このためには、大学内に知的財産管理

体制を構築し、大学を新規産業創出の核としていくことが

必要となる。このような観点から、特許庁では、2002年

度から大学が知的財産管理部門を構築することを手助け

するための専門家（知的財産管理アドバイザー）を派遣す

る事業を行っている。 

知的財産管理アドバイザー派遣事業は、民間企業の知的

財産管理業務経験者等を３年間大学に派遣する事業であ

り、大学に派遣される知的財産管理アドバイザーが、大学

職員に知的財産管理実務を指導することにより、将来的に

大学自身が自立して知的財産管理部門を運営できるよう

支援するものである。 

知的財産管理アドバイザーの派遣を受けた大学は、専門

の職員や知的財産管理実務に必要な資金などを用意して、

知的財産管理アドバイザーと連携し、原則として３年間で

知的財産管理体制を構築していくこととなる。 

本事業で得た知的財産管理体制構築の成果を、他の大学

にも提供するため、事業を通じて得たノウハウを集めたマ

ニュアルを作成するとともに、各種のシンポジウムやセミ

ナーを開催するなど、全国の大学が知的財産管理を成し得

るよう支援を進めている。 

 

(2) ＴＬＯに対する特許流通アドバイザーの派遣 

独立行政法人工業所有権総合情報館（以下、「情報館」

という。）では、大学等が保有する開放可能な特許技術と、

中小企業等の技術導入に対するニーズとのマッチングを

目的として、知的財産権や技術移転に関する豊富な知識・

経験を有する専門人材である特許流通アドバイザーを、 

ＴＬＯからの要請に基づき派遣している。 

 

(3) 特許流通データベースの提供 

大学・公的研究機関の開放特許の流通を促進するために、

活用が可能な開放特許を一括して検索できるデータベー

スを共通のフォーマットで提供している。2004年４月現

在、55,658件の開放特許がデータベースに登録されてお

り、そのうち、14,643件が大学・公的研究機関の開放特

許である。また、各大学等のホームページからリンクする

ことにより、各大学ごとの開放特許を擬似的に表示する機
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能（バーチャルデータベース）を搭載し、大学の研究成果

の技術移転を促進している。 

 

(4) 大学等への相談員派遣 

2001年度より、大学等で創造された知的財産を適切に

保護して活用するため、弁理士が少ない地域の大学を対象

として産業財産権の専門家（弁理士）を派遣し、特許等に

対する個別の出願相談等を行っている。 

＜事業の概要＞ 

大学研究者から研究成果の特許出願に関わる個別相談

を受ける方式で実施する。発明の評価、出願手続、審査手

続、実施権設定等権利活用に関する事項及び特許係争等、

知的財産権全般に関する相談を受ける。 

＜支援実績＞ 

 2002年度：29大学等（７ＴＬＯ）に110回実施 

 2003年度：38大学等（11ＴＬＯ）に90回実施 

 

(5) 特許料・審査請求料の減免措置 

「大学等技術移転促進法」や「産業技術力強化法」等に

基づき、大学・ＴＬＯ等に対する特許料・審査請求料の減

免措置を講ずることにより、大学・ＴＬＯ等における産学

官連携や技術移転の取組を支援している。 

 

(6) 早期審査制度 

大学等や承認・認定ＴＬＯの特許出願のうち、審査請求

がされている特許出願について、「早期審査に関する事情

説明書」を提出することにより、通常の出願に優先して審

査を受けることが可能である。今後、早期の権利取得によ

る研究成果の事業化の促進を図るため、大学等や承認・認 

定ＴＬＯが早期審査制度を活用することが期待される。 

 

(7) 大学等に対するセミナーの開催 

大学・公的研究機関の研究者等を対象に、研究成果の権

利化と権利活用の促進を目的として、研究成果を特許明細

書として書き下す手法や、特許化による研究成果の社会活

用の意義について説明する「大学・公的研究機関研究者向

けセミナー」を、各経済産業局及び沖縄総合事務局の特 

許室が開催している。2003年度は、全国で127回開催し、

約3,800名の参加があった。 

また、大学等に特許庁職員を講師として派遣し、知的財

産に関する教育を行っている。さらに、2004年４月から

学生の受入れを開始した法科大学院を始めとする専門職

大学院に対しても、各大学等からの要請に応じて職員を講

師として派遣している。 

 

(8) 大学等を「特許法」第30条に規定する学術団体に指定 

「特許法」第30条は、「特許庁長官が指定する学術団体

が開催する研究集会において文書をもって発表する」場合

を新規性の喪失の例外として取り扱うことを規定してい

る。大学等が特許庁長官の指定する学術団体とされた場合

は、当該大学等が開催する究集会における研究発表の内容

についても、学会発表と同様に新規性喪失の例外が認めら

れる。 

2004年４月１日現在、大学114機関、高等専門学校13

機関、大学共同利用機関２機関、独立行政法人24機関、

公設試験場44機関が同学術団体に指定されている。 

なお、適切に権利を確保するためには、研究発表の前に

出願をすることが重要であることから、大学研究者に対し

てセミナー等を通じて啓発活動を行っている。 

 

(9) パンフレット「研究成果を特許出願するために」の配布 

大学等の研究者や特許管理者が、特許制度に関する十分

な知識を有し、大学等における研究成果を適切に権利化し、

その活用を図ることの重要性を十分に認識することが必

要である。特許庁では、大学等の研究者や特許管理者向け

に、特許出願に当たってのポイントや特許庁の各種支援 

策を紹介したパンフレット「研究成果を特許出願するため

に」を作成し、研究成果の権利化の促進を図っている。 

同パンフレットにおいては、特許庁が希望者に無償で配

布しているパソコン出願ソフトを活用し、大学等における

研究成果を適切に権利化するための方策や、大学等の継続

的な研究から生まれる基本的な発明に関する研究成果を

海外で権利化するための基礎的な情報等も紹介している。 

 

２． 中小企業等に対する支援 

２．１． 中小企業等に対する支援 

我が国の産業基盤を支えるとともに、地域経済の担い手

として大きな役割を果たす中小企業や、新規産業の創出が

期待されるベンチャー企業等に対して、特許庁では様々な

施策を通じて総合的に支援している（参照図:中小企業等
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に対する支援の概観）。特に、中小企業等に対する施策を

有効的に活用することによって、さらに産業財産権を取得

し活用できるよう支援していく体制を構築しており、次に

各支援策を紹介する。 

 

(1) 中小企業等に対する主な支援策 

(ｱ) 先行技術調査の支援（特許）（問い合わせ先：特許庁

総務課） 

(ｲ) 先行技術調査の支援（実用新案）（問い合わせ先：社

団法人発明協会支部） 

(ｳ) 電子出願相談室の設置（問い合わせ先：社団法人発明

協会支部） 

(ｴ) 審査請求料の軽減措置（問い合わせ先：特許庁総務課、

各経済産業局等特許室） 

(ｵ) 早期審査・審理制度（特許・実用新案）（問い合わせ

先：特許庁調整課、審判課） 

(ｶ) 面接審査・審理（問い合わせ先：特許庁調整課、意匠

課、商標課、審判課） 

(ｷ) 巡回審査・審判（問い合わせ先：特許庁調整課、審判

課） 

(ｸ) テレビ面接審査・審理（問い合わせ先：特許庁調整課、

意匠課、審判課） 

(ｹ) 特許料の軽減等措置（問い合わせ先：特許庁総務課、

各経済産業局等特許室） 

(ｺ) 特許流通フェア等の開催（問い合わせ先：特許庁総務

課） 

(ｻ) 特許流通促進事業（問い合わせ先：情報館） 

(ｼ) 特許活用企業事例集の頒布（問い合わせ先：特許庁総

務課） 

 

(2) 総合的な支援策 

中小企業等に対する主な支援策として上記に挙げたも

ののほか、対象を中小企業等に限らない総合的な支援策を

実施しており、次に紹介する。 

(ｱ) 特許情報の提供 

 (A) 特許電子図書館（ＩＰＤＬ） 

 (B) 特許情報検索に関する指導・相談等（問い合わせ

先：情報館、知的所有権センター） 

(ｲ) 産業財産権制度の普及 

 (A) 知的財産権制度説明会の開催（問い合わせ先：特許

庁総務課） 

 (B) 対象者別セミナーの開催（問い合わせ先：各経済産

業局等特許室） 

(ｳ) 様々な相談への対応 

 (A) 産業財産権に関する相談等（問い合わせ先：各経済

産業局等特許室、情報館） 

 (B) 講習・相談指導事業の実施（問い合わせ先：社団法

人発明協会支部） 

 (C) 外国知的財産権制度に関する相談（問い合わせ先：

特許庁国際課） 
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３． 情報化を通じた活動支援 

３．１． 情報化の一層の推進 

(1) 電子出願の一層の拡充 

特許庁では、世界に先駆け1984年よりペーパーレス計

画を推進し、1990年12月から特許、実用新案に係る電子

出願の受付を開始した。2003年度末までに約29,000人の

出願人・代理人がパソコン電子出願ソフトを用いた出願を

行っており、2003年における特許・実用新案の電子出願

率は97％にも達している。また、意匠、商標の出願手続、

査定系審判手続及びＰＣＴの国内段階移行後の手続につ

いても、特許庁は2000年１月に電子出願の受付を開始し

た。2003年に意匠出願は91％、商標は83％、査定系審判

は98％、ＰＣＴ国内手続は99％の高い電子化率を達成し

ている。また、2004年４月にはＰＣＴ国際出願の国際段

階の手続に関する電子受付が開始されたところである。 

2003年現在はＩＳＤＮ回線を利用して行われている電

子出願であるが、今後はインターネットを利用した電子出

願の受付を、2005年度末までに実現する予定である。イ

ンターネットを利用した電子出願では、整備されつつある

政府認証基盤（ＧＰＫＩ）を本人確認や改ざん防止のため

に利用する。 

また、財務省において開発された国庫金の電子納付を可

能とする歳入金電子納付システムを利用することにより

電子納付も可能とする予定である。 

 

(2) 出願フォーマットの国際標準化による更なる情報化

への対応 

電子出願で受け付けた電子データは、出願事務処理の総

合機械化、審査・審判事務処理の総合機械化を通じた特許

庁内業務全般の効率化、審査期間の短縮化等に寄与すると

ともに、ＤＶＤ－ＲＯＭ・ＣＤ－ＲＯＭ公報発行、産業財

産権情報提供サービス、諸外国とのデータ交換、検索シス

テム等、特許庁外部に対する情報発信に活用されている。 

また、特許出願等の電子化に関する国際標準については、

ＷＩＰＯにおいて、ＰＣＴ国際出願の国際段階の書類を電

子化し、国際事務局、受理官庁等の間で行われている文書

交換を効率的に行うべく、ＰＣＴ国際技術標準の策定が進

められてきた。 

この技術標準の発効に伴い、特許庁は2003年７月に、

国内の特許・実用新案の出願様式をＰＣＴ国際出願の様式

に揃えるとともに、電子的なフォーマットの国際標準化

（ＸＭＬ化１）を実施した。これに伴い、2004年１月か

らは公開・登録公報のフォーマットをＸＭＬ形式とすると

ともに、提供媒体もＣＤ－ＲＯＭからＤＶＤ－ＲＯＭへと

変更した。また、2004年７月からは特許・実用新案公報

についても同様に発行する予定である。なお、2004年４

月に開始されたＰＣＴ国際出願の国際段階手続の電子化

も国際標準に沿った形で実施されている。 

この結果、国際的な特許出願等に係る電子的フォーマッ

トが統一されるため、諸外国との電子的なデータ交換が容

易になることが期待される。また、産業財産権情報提供サ

ービス、検索システム等においても、統一された電子的フ

ォーマットの使用により、従来以上の効率的かつ統一的な

電子情報の利用や流通が可能となる。 

 

３．２． 特許電子図書館（ＩＰＤＬ） 

(1) 特許電子図書館とは 

産業財産権情報は、最新の技術情報であると同時に、互

いの権利範囲を示す有用な権利情報であることから、産業

財産権情報の積極的な活用を図ることは、企業における事

業戦略や研究開発戦略等の策定において重要となる。そこ

で、特許庁では、産業財産権情報をより簡便に利用できる

よう、1999年３月より「特許電子図書館」サービスを特

許庁ホームページ上で開始した。 

特許電子図書館では、明治以降発行された特許・実用新

案・意匠・商標の公報類約5,300万件（2004年５月現在）

を文献番号や各種分類等により検索することが可能であ

り、さらに関連情報として、出願・登録・審判に関する経

過情報等も提供している。 

加えて、特許情報の取扱等にそれほど詳しくない利用者

を対象にした初心者向けの検索（特許・実用新案、商標）

サービス、コンピュータ・ソフトウェアに関する特許審査

用データベースの提供（書誌事項のみ）や、海外利用者向

けに英語版サービスとして、ＰＡＪ（Patent Abstracts of 

Japan）、ＦＩ・Ｆターム検索、商標出願・登録情報の英語

版、公報の自動翻訳サービス等を提供し、2004年３月に

は、意匠公報データベースの英語版サービスを開始するな

ど、利用者の多種多様なニーズにこたえるようサービス内

容の拡充に努めている。 

さらに、「知的財産戦略大綱」で示された産業財産権情
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報の利用促進に関する基本的な考え方を踏まえ、「産業財

産権情報利用推進委員会２」が取りまとめたアクションプ

ランに対応し、2004年３月までに、サーバーのリプレー

スを行うとともに、一般の利用を妨げる可能性がある大量

データのダウンロードやロボットアクセスのような行為

に対してアクセス制限を実施するなど、アクセスの改善を

図った。 

また、これらの情報はインターネットによる提供に加え、

情報館、同館地方閲覧室及び各都道府県の知的所有権セン

ター等の閲覧施設に専用端末を設置し、専用線による一層

の高速かつ高精細・大画面によるサービスの提供をしてお

り、利用者がより利用しやすい形でのサービス提供を図っ

ている。 

この特許電子図書館を積極的に活用することにより、競

合他社等の研究開発動向や出願動向を把握し、二重投資の

防止や、商品デザイン・ネーミング決定時の無用な紛争発

生予防等において、産業財産権情報の活用がより一層進む

ものと考えられる。 

特許電子図書館の利用状況は、サービス開始直後の

1999年４月において約100万件であった月間検索回数が、

その後提供サービスの充実に伴い利用者が急増し、2003

年現在では毎月約450万件に達している。その中でも、最

も利用が多いサービスは特許・実用新案検索で、全体の約

60％を占め、以下商標検索20％、初心者向け検索10％と、

これら３つのサービスで全体の90％を占める。 

・特許電子図書館トップページ 

http://www.ipdl.jpo.go.jp/homepg.ipdl 

・産業財産権情報利用推進委員会 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/kenkyukai/jo

uhou_riyou.htm 

 

 

３．３． 産業財産権情報の提供促進 

(1) 産業財産権情報提供の拡充 

産業財産権情報提供の拡充においては、特許電子図書館

による無料閲覧サービスで一般公衆に対する産業財産権

情報の標準的な利用にこたえていくとともに、民間の産業

財産権情報サービス提供事業者等によって高付加価値の

サービスが提供されるよう配慮する必要がある。このため、

特許庁は、保有するデータの提供条件の見直しを行い、産

業財産権情報を積極的に利用できる環境の整備を図って

いる。 

具体的には、1998年４月よりＣＤ－ＲＯＭ公報のマー

ジナルコストでの提供を開始し、公報データを安価で積極

的に利用できる環境を整備した。さらに、2004年１月か

らは公開・登録公報のフォーマットをＸＭＬ形式とすると

ともに、提供媒体もＣＤ－ＲＯＭからＤＶＤ－ＲＯＭへと

変更し、より利用しやすい形態で提供しており、2004年

７月からは特許・実用新案公報についても同様に発行する

予定である。 

また、1999年３月からは、審査経過情報等のデータを

特許庁の負担によりＳＧＭＬ形式等に整理標準化し、マー

ジナルコストで提供する事業を開始した。2002年３月に

は、提供媒体をＭＴからＤＶＤ－Ｒに変更し、加えて2002

年４月からは、1998年３月以前に発行されたＣＤ－ＲＯ

Ｍ公報についても、マージナルコストをベースとして、特

許庁保有のデータの自由な利用の促進を図った。さらに、

2003年４月には、コンピュータ・ソフトウェア書誌的事

項データ等の提供を開始し、2004年４月からは特許・実

用新案（審判データを除く）整理標準化データのフォーマ
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ットをＸＭＬ形式に変更した。 

これらの施策により、企業等における社内データベース

の構築と民間産業財産権情報サービス提供事業者等によ

る高付加価値サービスの提供の拡充が進んでいる。特許庁

では、知的財産戦略大綱を踏まえ、今後も引き続き、産業

財産権情報の利用性を高めていく予定である。 

 

４． 知的財産に関する意識啓発及び専門人材の育成 

知的財産立国を実現するためには、これを支える人材の

育成・確保が重要であり、知的財産の保護・活用に係る意

識の醸成は今や国民一人一人にとって必要不可欠である。 

このため、幼少期からの知的財産マインドの醸成、大学

等における知的財産制度に明るい人材の育成、大学等の研

究者や中小・ベンチャー企業への知的財産制度に対する理

解と関心の増進など国民全体の知的財産制度に対する意

識の醸成と知識の涵養を高めるための環境整備が重要で

ある。 

 

４．１． 意識啓発 

(1) これまでの取組 

特許庁では、一般向けの「知的財産制度説明会」や対象

者別の「知的財産制度セミナー」を1998年度から全国各

地で開催し、知的財産制度に関する普及・啓発を実施して

きた。 

一方、知的財産制度に関する実践的知識を備えた人材を

育成するため、1998年度から高等・専門教育機関を対象

に知的財産に関する知識と基礎実務の習得を目的とした

産業財産権標準テキストを提供し、あわせて標準テキスト

等教材の活用方法を伝えるための教職員向け講習会や産

業財産権標準テキストを使った学生向けのセミナー等を

全国各地で開催している。また、知的財産を保護・尊重す

る意識を学校教育段階から醸成するため、初等・中等教育

段階の各年齢層に応じた産業財産権教育用副読本を、学校

教育機関を通じて提供するとともに、教職員を対象とした

知的財産教育の支援セミナーを全国各地で開催する等知

的財産制度の普及や知的財産意識の醸成を図っている（参

照図：知的財産に関する意識啓発）。 

 

(2) 社会人一般に向けた各種支援事業 

国民の知的財産制度の重要性に対する理解と認識を深

めるため、受講者（初心者及び実務者）に応じた制度説明

会や法律改正等の最新事情に関する説明会を全国各地で

開催している。また、大学等の研究者等を対象として、研

究成果の権利化の方法やその管理・活用までを説明する

「大学・公的研究機関研究者向けセミナー」、中小企業・

ベンチャー企業の経営者や研究開発責任者等を対象とし

て、知的財産の戦略的活用方法や技術移転等のライセンス

契約等について説明する「中小・ベンチャー向けセミナー」、

経営・技術コンサルタントや知的財産権取扱事業者向けの

「専門家養成セミナー」を開催している。 

 

 

図：知的財産に関する意識啓発 
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(ｱ) 一般社会人向け知的財産権制度説明会の開催 

国民全体の知的財産権に対する意識の高揚を図るため、

受講者（初心者及び実務者）に応じた制度説明会や法律改

正等の最新事情に関する説明会を全国各地で開催してい

る。具体的には、産業財産権について新規に学びたい方や

新たに企業の知的財産部門等に配属された会社員等を対

象に、知的財産制度の基礎的知識が修得できる「初心者向

け説明会」（2003年度は全国 47都道府県で計 50回、約

7,700人が参加）や、日常的に業務で知的財産権に携わっ

ている実務者を対象に、特許審査の運用基準や国際出願の

手続等の実務上必要な知識の修得を目的とした「実務者向

け説明会」（2003年度は全国 14都市、約 12,000人が参

加。）、法改正等の最新の制度改正を内容とした「法改正説

明会」（2003年度は全国 15都市、約 5,900人が参加）を

それぞれ開催している。 

 

(ｲ) 対象者別セミナー 

大学等の研究者、中小・ベンチャー企業の経営者、ベン

チャーキャピタル、経営・技術コンサルタント等に対し、

対象者別に教示する内容をアレンジした、対象者別セミナ

ーを全国で開催している。 

 (A) 大学・公的研究機関の研究者等を対象に、研究成果

の特許化促進を目的として、研究成果を特許明細書と

して書き下す手法や、権利化による研究成果の社会還

元の意義、権利活用について解説する「大学・公的研

究機関研究者向けセミナー」を開催している。 

 (B) 新事業の創出に重要な役割を果たす知的財産権の

戦略的な取得と活用の手法について、実際の製品にお

ける知的財産権の活用例や、産業財産権情報の戦略的

活用方法等を説明する「中小・ベンチャー向けセミナ

ー」を開催している。 

 (C) 知的財産権の評価方法、特許紛争への対処方法、ラ

イセンシング・技術移転の実務等、中小・ベンチャー

企業に対し知的財産権の戦略的活用法等の助言を行

う知的財産専門家（ベンチャーキャピタル、経営・技

術コンサルタント、中小企業診断士等）の養成・能力

向上を目的とした「専門家養成セミナー」を開催して

いる。 

 (D) 各セミナーの参加者を結びつけ、地域経済の発展へ

貢献できるよう各人材の交流を目的とした「連携セミ

ナー」を開催している。 

 

 

(3) 教育機関に対する各種支援事業 

知的財産立国を実現するためには、知的財産を保護・尊

重するマインドを小学校の早い段階から醸成し、年齢に応

じた知的財産教育を行っていく必要がある。特許庁では、

知的財産制度に関する実践的知識を備えた人材を育成す

るため、1998年度から高等・専門教育機関を対象として、

知的財産権に関する正しい知識と基礎実務の習得を目的

とした産業財産権標準テキストを提供し、あわせて標準テ

キスト等教材の活用方法を伝えるための教職員向け講習

会や産業財産権標準テキストを使った学生向けのセミナ

ー等を全国各地で開催している。また、知的財産を保護・

尊重する意識を学校教育段階から醸成するため、初等・中

等教育段階の年齢層に応じた産業財産権教育用副読本を、

学校教育機関を通じて提供し、あわせて教職員向けの知的

財産教育の支援セミナーを全国各地で開催する等により

知的財産教育の普及・定着を図ってきている。 
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(ｱ) 専門教育・高等教育機関へ向けた支援事業 

専門教育・高等教育段階では産業財産権の基本的な知識

及び実務の修得を目的として、「特許・実用新案」、「意匠」、

「商標」及び「技術移転（特許流通）」を紹介した標準テ

キストを作成し、提供している。 

特に、工業高等学校では、2003年度からの新学習指導

要領により新設された「工業技術基礎」において産業財産

権を扱うこととなったため、混乱を来たすことなく速やか

に充実した授業が行われるように、教職員に産業財産権制

度に関する基礎知識と正しい権利活用を促す支援を展開

している。 

また、大学や高等専門学校における知的財産関連講座の

増加にともない、その教材として標準テキストや対象者別

セミナー用教材を適宜提供し、必要に応じて講師を紹介・

派遣している（参照図:専門高校・高等教育機関への支援

概要）。 

(ｲ) 初等・中等教育機関へ向けた支援事業 

知的財産マインドの醸成のため、幼少期からの各年齢層

に応じ策定した副読本を各教育機関等を通じ無償で提供

している。また、大学の教育系学部において、知的財産教

育について多方面から研究し、学校教育における知的財産

教育の効果、知的財産の扱い方、教育者の意識醸成を図る

手法等について研究した。その報告を知的財産教育の普及

につなげていく予定である。 

その他、学校教育機関だけでなく、児童・生徒が参加で

きる発明等に関わるイベントを開催したり、公立図書館や

科学館等に教材を配布するなどきめ細かく対応している

（参照図:初等・中等教育機関への支援概要）。 
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４．２． 知財功労賞表彰 

特許庁では、1987年から毎年４月18日の「発明の日」

に、産業財産権制度の普及促進と発展に貢献のあった個人

並びに産業財産権制度を有効に活用し、円滑な運営・発展

に貢献した企業に対して、「産業財産権制度関係功労者表

彰」及び「産業財産権制度活用優良企業表彰」として経済

産業大臣表彰及び特許庁長官表彰を行っている。2004年

度は、「産業財産権制度関係功労者表彰」として、４名に

経済産業大臣表彰、６名に対し特許庁長官表彰を、「産業

財産権制度活用優良企業表彰」として４社に経済産業大臣

表彰、６社に対し特許庁長官表彰を授与した。 

 

４．３． 知的財産専門人材の育成 

(1) 人材基盤の整備状況 

知的財産を戦略的に創造・保護・活用することで富を生

み出す知的財産立国となることが求められており、知的財

産の事業化や取引活動、さらには紛争解決を支援する知的

財産専門サービスの質的・量的な拡充を図ることが必要で

ある。 

こうした状況の中で、その中核的な担い手として知的財

産に関する専門技術的な知見を有する弁理士の更なる育

成・活用を図るべく、2000年「弁理士法」の全面改正及

び2002年「弁理士法」の一部改正によって、弁理士の活

動範囲を、①裁判外紛争処理業務（ＡＤＲ）、②知的財産

取引契約の仲介・代理、相談業務の明確化、③特定侵害訴

訟（弁護士が同一の依頼者から受任している事件に限る）

における訴訟代理権の付与、等大幅に拡充するとともに、

弁理士試験制度改革を行い、弁理士人口の拡大と資質の向

上に努めている。 

 

(2) 2002年改正「弁理士法」(特定侵害訴訟における訴訟

代理権関連)の実施状況 

特定侵害訴訟に関する裁判所における手続の一層の充

実及び迅速化を図るため、知的財産権に関する専門的知見

を有する弁理士に、特定侵害訴訟における訴訟代理権の付

与を行うことを内容とする「弁理士法の一部を改正する法

律」が2003年１月１日に施行された。 

それに伴い、2003年５月から９月にかけて民事訴訟に

関する実務的な内容を中心とした講義及び演習からなる

合計45時間の能力担保研修が日本弁理士会により実施さ

れ、850名の弁理士が受講した。 

上記研修を修了した弁理士のうち、2003年10月に実施

した特定侵害訴訟代理業務試験（「民法」、「民事訴訟法」

その他の特定侵害訴訟に関する法令及び実務に関する事

項）を804名が受験し、553名が合格した。 

 

５． 産業財産権制度に関する国際的動向と課題 

５．１． 産業財産権制度の国際的動向と課題 

(1) 特許出願の国際的動向 

(ｱ) 世界的な特許出願の急増 

経済のグローバル化の進展に伴い、世界の特許出願は

1990年代に急激に増加し、2001年の全出願件数は約1,190

万件に達している。そのうち、各国国内への出願は 2001

年で約94万件となっているが、1980年代以降 60～80万

件で推移しており、出願の伸びは緩やかとなっている。一

方、外国への出願は、1990年に約95万件であったものが

2001年では約 1,096万件と急激に増加しており、この外

国への出願の急増が世界の特許出願の急増に大きく寄与

していることがわかる（参照図：世界の特許出願の推移）。 

外国への出願が1990年代に急増した背景の１つには、

特許協力条約（ＰＣＴ）の加盟国の増加が挙げられる。Ｐ

ＣＴ加盟国は1980年代には40か国程度であったものが、

2003年末では 122か国まで増加している。ＰＣＴを利用

して国際出願をすることにより、出願時に指定した加盟国

（指定国）すべてに出願したのと同じ効果を得ることがで

きるため、ＰＣＴは多くの国において特許を取得しようと

する際には非常に有用な制度となっている。また、特許審

査能力を有さない途上国においても、ＰＣＴに基づいて作

成される国際調査報告、国際予備審査報告は特許性の判断

をする際に重要な役割を果たしており、特に、ＴＲＩＰＳ

協定が発効した1990年代の半ば以降は、途上国の加盟が

増加している。このようなＰＣＴ加盟国の増加によって、

ＰＣＴを利用した国際出願は増加傾向にあり、外国への出

願件数を押し上げる大きな要因になっていると考えられ

る（参照図：ＰＣＴ加盟国数及び出願件数の推移）。 
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図：世界の特許出願の推移 
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（備考）ＰＣＴ出願及び欧州特許等の広域特許出願に関しては、出願時の指定国数を出願件数に計

上している。 

 

 

図：ＰＣＴ加盟国数及び出願件数の推移 
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(ｲ) 三極の出願動向 

我が国特許庁（ＪＰＯ）、米国特許商標庁（ＵＳＰＴＯ）、

欧州特許庁（ＥＰＯ）（以下、「日米欧の三極特許庁」とい

う。）における特許出願件数の推移を次に示す。日米欧の

三極特許庁ともに外国からの出願件数が増加している。米

国特許商標庁及び欧州特許庁では外国人の出願比率が概

ね半数であるのに対し、我が国特許庁では９割近くが国内

からの出願であり、我が国特許庁と他の二庁との間で出願

構造に大きな違いが見られる。 
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（参考）日米欧三極間の特許出願件数及び特許取得件数 

 

(2) 世界特許システム構築に向けた動き 

経済のグローバル化の進展に伴い、海外で特許を取得す

る必要性が一層高まっており、一つの特許出願を複数の国

に出願するケースが急増している。これに伴い、①手続方

法や特許要件が各国ごとに異なることによる手続の煩雑

化、②先行技術文献調査や審査の重複による特許庁の審査

負担の増加、③各国ごとに料金を支払うことによるコスト

負担の増加等の問題が顕在化してきている。こうした課題

に対し、諸外国における迅速・的確な権利取得の円滑化を

図るべく、各国の特許制度の国際的な調和を進めることが

必要である。そのような試みの一環として、ＷＩＰＯにお

いて特許制度の実体面での調和を目指す実体特許法条約

ＳＰＬＴ）の策定が検討されているが、その実現には時間

を要するとみられることから、現行の各国の異なる「特許

法」の下での先行技術調査結果・審査結果の相互利用につ

いても並行して取組を進めることが必要である。さらに、

既存の枠組みであるＰＣＴ制度の有効活用を図ることも

重要であり、出願人のニーズに合わせて、ＰＣＴリフォー

ムを進めていくことも必要である。 

(ｱ) 特許制度の実体的調和 

世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）における「特許法」の

実体面についての国際的調和の議論は、米国の先発明主義

への固執により1994年１月以降凍結されていたが、2000

年６月に「特許法」の方式面での調和を図る特許法条約（Ｐ

ＬＴ）が採択されたことを契機として、同年11月のＷＩ

ＰＯ特許法常設委員会（ＳＣＰ）第４回会合において、「特

許法」の実体面における調和についての議論を再開するこ

とが合意された。以降、ＳＣＰ会合において、特許制度の

実体調和に関して議論されてきており、我が国は、その議

論に積極的に参加している。 

また、2003年には、三極長官会合において制度調和に

関するワーキンググループを設立することが合意され、以

後、各ワーキンググループにおいて議論が行われてきた。

その結果、①先行技術の定義、②グレースピリオド、③新

規性、④進歩性の４項目を重要項目とし、これら４項目に

ついて優先して議論すべきであると三極で合意に達した。

これを三極提案として2004年５月、第10回ＳＣＰ会合に

提出したところ、多くの先進国の支持を集めたが、一方で

途上国より、遺伝資源等についても優先して議論すべきで

あるとの主張がなされた。 
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(ｲ) 修正実体審査 

各国法制度を堅持しつつ、出願人の負担を軽減するため

の方策として、修正実体審査（ＭＳＥ）制度を活用するこ

とも一法である。特に、途上国については、特許出願の大

半が先進国からの出願であること、とりわけアジア地域の

途上国の場合、我が国に基礎となる特許出願が存在するこ

とが多いことから、途上国における審査遅延等の問題に対

する審査負担軽減を通じた有効な方策として、我が国の対

応特許出願に係る審査結果がアジア地域の途上国特許庁

に適切に提供され、係る審査結果の有効活用を通じて、こ

れら特許庁における権利設定が迅速化されることが重要

である。 

このような観点から、修正実体審査制度を有する国（シ

ンガポール、マレーシア）に対して、我が国特許庁を所定

特許庁とし、出願人が対応する特許出願に係る我が国の審

査結果を上記の修正実体審査制度を有する国の特許庁に

提出することによって、原則無審査で当該国における特許

権を獲得し得るようにするための取組を行ってきた。その

結果、シンガポールについては、日・シンガポール新時代

経済連携協定（ＪＳＥＰＡ）に我が国特許庁の所定特許庁

化が盛り込まれた。これに基づいて、「シンガポール特許

法」施行規則が改正され、2002年８月15日付けで我が国

特許庁の所定特許庁化が実現した。また、マレーシアにつ

いては、2002年７月に我が国特許庁の所定特許庁化が実

現した（なお、クロアチアについては2001年６月に我が

国特許庁の所定特許庁化が既に実現している）。 

(ｳ) ＰＣＴリフォーム 

特許の国際出願制度として約30年の歴史を有するＰＣ

Ｔは、出願件数のめざましい伸びが示すように、世界規模

での特許取得のための手段として今後も大きく発展する

ことが期待されている。一方、現行のＰＣＴ制度には、国

際段階手続の複雑さはもとより、国際段階手続と国内段階

移行後の手続の間の重複業務等の問題が存在することか

ら、出願人及び官庁の双方から改善の要求が高まっている。 

2000年９月に開催されたＰＣＴ同盟総会では、こうし

たＰＣＴ制度の非効率性等の改善を目指して提出された

米国提案を軸に、その具体的な検討を行うための特別な委

員会の設立や今後の検討の進め方に関し議論が行われた。

これを踏まえ、2001年５月には第１回ＰＣＴリフォーム

委員会が開催され、米国提案を中心に議論がなされた。 

米国提案は、ＰＣＴ手続の簡素化、国際出願の各段階に

おける重複業務の排除、特許法条約（ＰＬＴ）との整合を

図るためのＰＣＴ規則改正といった第一段階のリフォー

ムと、さらに進んで、国際予備審査結果による各国特許の

拘束など、ＰＣＴ制度の抜本的な改革を図る第二段階のリ

フォームから構成されているが、第１回委員会では米国提

案第一段階に集中して議論がなされた。 

その結果、制度の簡素化・手続の合理化、出願人のコス

ト削減、特許庁の審査負担（ワークロード）削減、業務の

重複排除等を含む12の基本目標について合意した。また、

詳細な検討を行うため、ワーキンググループの設置に合意

し、ワーキンググループにおける当面の検討事項は、①国

内移行期限の一律30月化、②国際調査及び国際予備審査

の効率化、③指定概念の廃止、④ＰＬＴ関連（国内移行期

限の更なる延長を含む）、とされた。 

その後の2001年９月のＰＣＴ同盟総会では、上記①｢国

内移行期限の一律30月化について、ワーキンググループ

での検討を先取りした形で条約上に規定されている「20

月」を「30月」に変更した。また、2001年11月の第１回

ワーキンググループ及び2002年５月の第２回ワーキング

グループではその他の項目について審議がなされ、2002

年７月の第２回ＰＣＴリフォーム委員会において改正案

が承認され、2002年９月のＰＣＴ同盟総会において採択

された。 

主な改正の概要は、①国際調査及び国際予備審査の効率

化（国際調査機関は、国際調査報告の作成時に｢見解書｣

を作成する。）、② 指定制度の概念と運用の見直し（国際

出願をする出願人は、原則としてすべての加盟国に対して

指定したものとみなされる。）、③ ＰＬＴ関連規定の導入

（国際出願の言語と翻訳、国内移行期限の徒過に対する救

済措置等について、ＰＬＴに関連した手続の規則改正を行

う。）であり、①、②については2004年１月１日より発効、

③については2003年１月１日より発効している（ただし、

日本においては、③の規定はまだ施行されていない。）。 

今後も更なるリフォームについて引き続き検討される

予定である。 
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(3) 特許に関する諸外国との協力 

(ｱ) 三極特許協力 

ＰＣＴ出願受理件数の 80％以上を占める日米欧の三極

特許庁(以下、｢三庁｣と略す。)は、共通する課題を解決す

るため協力活動を行っている。この活動は1983年より開

始され、2004年で22年目を迎えた。 

2004年５月18～20日には、米国において専門家会合が

開催され、次の項目について議論が行われた。 

 (A) サーチ結果の相互利用 

  (a)二庁間パイロットプロジェクト 

各二庁間で行われてきたサーチ結果相互利用のた

めのパイロットプロジェクトの分析結果につき報告

がなされ、今後、サーチ結果の相互利用を進める上

での諸課題を議論することとし、2003年９月に、「戦

略的事項及びワークシェアリングに関するワーキン

ググループ」を我が国特許庁（以下、ＪＰＯと略す。）

が主催することで合意した。 

  (b)審査官交流 

米国特許商標丁（以下、ＵＳＰＴＯと略す。）がホ

ストをした2003年４月の第１回三極審査官交流につ

いて、各技術分野における審査官相互の理解を深め

る上で有効であったと評価し、今後も継続すること

で三庁が合意した。2003年10月には欧州特許庁（以

下、ＥＰＯと略す）が、2004年４月にはＪＰＯがホ

ストを務める予定となっている。日欧間の審査官交

流については、これも継続することを確認した。 

  (c)バイオテクノロジー 

ＪＰＯから、三庁のＤＮＡサーチ結果を比較した

結果、大半のケースで一致した旨報告した。定期的

なサーチ結果交換に向けて更なる検討を行うととも

に、三庁協力して、三極版遺伝子工学サーチ戦略フ

ァイル（先行技術調査を的確に行うことを目的に、

審査官が保有する検索に関する情報・ノウハウを整

理した資料）の完成を目指すこととなった。2003年

10月にＥＰＯが主催するバイオテクノロジーワーキ

ンググループにおいて、さらに議論を進める予定で

ある。 

 (B) ドシエ・アクセス・システム（各庁が保有する電子

包袋への相互アクセスシステム）と機械翻訳 

  (a)システムの機能及びコンテンツ 

ＪＰＯからＵＳＰＴＯに対し、米国情報開示義務

制度（ＩＤＳ）の負担軽減のために必要なドシエ・

アクセス・システムの機能及びコンテンツを明確に

すべきと要求したところ、ＵＳＰＴＯは、ＪＰＯ、

ＥＰＯのドシエ・アクセス・システムの機能及びコ

ンテンツとして、拒絶理由通知書等のオフィスアク

ション（機械翻訳及び原文）、引用文献リスト、非特

許文献を含む引用文献自体を提供可能とすることが

必須であると回答があった。さらに、ＵＳＰＴＯで

は、これらの書類を自庁の審査書類として取り込む

旨の補足説明がなされた。 

  (b)システムのインターフェース仕様 

ＪＰＯからは、当初予定どおり、Ｗｅｂベースで

のインターフェースを 2003年 10月を目途にリリー

スする旨表明した。ただし、出願人の負担軽減（Ｉ

ＤＳ手続、優先権証明書送付代替）及び各庁での審

査効率の最大化を図るため、ＪＰＯもＵＳＰＴＯ及

びＥＰＯと同様のＳＯＡＰ（Simple Object Access 

Protocol）インターフェースによるドシエ・アクセ

ス・システムの開発も2004年度予算の中で検討する

旨表明し、歓迎された。 

  (c)機械翻訳 

ＪＰＯより、2003年３月にリリースされた三極自

動翻訳システムに関して報告した。 

ＵＳＰＴＯ及びＥＰＯは、審査官の日本語文献の

活用促進とワークロード軽減の点から、その有用性

を高く評価した。また、両庁は、今後の開発にも強

く期待するとともに、本システムのフィードバック

機能を活用した辞書機能の改良に協力する旨表明し

た。 

  (d)優先権証明書の交換 

ＵＳＰＴＯは、優先権書類をドシエ・アクセス・

システムを用いて交換する方針を表明した。 

 (C) 世界制度調和 

今後も三極で協力して制度調和について議論を進め

ていくことを確認した。ＷＩＰＯ特許法常設委員会（Ｓ

ＣＰ）に提出された限定的なパッケージを９月のＷＩ

ＰＯの一般総会に提出することで三庁は合意した。 
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 (D) その他 

  (a)先端技術についての研究 

ＵＳＰＴＯより、ナノテクノロジーの定義、関連

分野の洗い出し、三庁間での協力の将来計画に関し

て議論すべく、ナノテクノロジーワーキンググルー

プの設立が提案され、長官会合までに、予備的な検

討を行うこととなった。 

  (b)分類調和 

三庁は、分類調和はＩＰＣリフォームに必須であ

り、この三極分類調和プロジェクトを進めていく必

要がある旨確認した。ＥＰＯは分類調和を効率的に

進めていくために、審査官交流を一層活用すべきで

ある旨主張した。 

  (c)情報普及ポリシー 

ＪＰＯより三庁の特許情報普及ポリシー比較につ

いて最終報告し、三庁は報告結果を採択した。また、

特に民間事業者との役割分担などの点に注目して、

今後とも情報交換を行い、必要に応じて結果のリバ

イスを図っていくこととした。 

(ｲ) 国際的な情報技術に関する協力 

情報技術（ＩＴ）の急速な発展を受けて、1998年３月

のＷＩＰＯの臨時総会で、従来の産業財産権情報常設委員

会（ＰＣＩＰＩ）を発展解消し、情報技術常設委員会（Ｓ

ＣＩＴ）を設置することが決定、同年６月に第１回総会が

開催された。我が国は、ＳＣＩＴの設置に向けて、その組

織に関する提案を米国と共同して行ったことをはじめ、Ｓ

ＣＩＴの目標を定めたＳＣＩＴ戦略プランやその実行計

画の策定等においても各種の助言や協力を積極的に行っ

てきた。 

2000年１月のＳＣＩＴ第６回総会においてＳＣＩＴ内

部の機構改革が行われ、ＳＣＩＴ総会の下に標準・ドキュ

メンテーション・ワーキンググループ、及びＩＴプロジェ

クト・ワーキンググループの２つのワーキンググループが

設置され、それぞれ産業財産権情報と文献に関するＷＩＰ

Ｏ標準の策定及びＷＩＰＯのＩＴに関する様々なプロジ

ェクトの管理を行っている。このＳＣＩＴ内部の機構改革

に関し、我が国は「ＩＴ政策と技術標準の議論は一体でな

されるべきであり、機構改革はワーキンググループの再構

成であるべき」との立場を表明し、ＳＣＩＴの現体制の構

築にも大きく寄与してきた。 

 (A) 標準・ドキュメンテーション・ワーキンググループ

（ＳＤＷＧ） 

産業財産権情報と文献とに関するＷＩＰＯ標準（Ｗ

ＩＰＯ Standards）について、現行の標準の改正や新

たな標準の策定の必要性について検討するとともにＷ

ＩＰＯ標準案を作成する。なお本標準案は総会で議論

され、承認されることになる。また、各庁において本

標準の採用の奨励などを行っている。 

ＳＤＷＧの下で活動しているタスクフォースは次の

とおりである。 

○ST.10/Cタスクフォース 

○ST.8タスクフォース 

○ST.80タスクフォース 

○商標標準タスクフォース 

○ＥＤＰＥＳタスクフォース 

○知的財産電子図書館電子標準タスクフォース 

 (B) ＩＴプロジェクト・ワーキンググループ（ＩＴＰＷ

Ｇ） 

ＷＩＰＯのＩＴに関するプロジェクトである、ＷＩ

ＰＯ netプロジェクト１、IMPACT２プロジェクト、Ｐ

ＣＴ電子出願３プロジェクト、知的財産電子図書館（Ｉ

ＰＤＬ：Intellectual Property Digital Library）４

プロジェクト等について、その内容を検討するととも

に、プロジェクトの進捗管理等を行っている。 

(ｳ) 国際特許分類（ＩＰＣ）に関する協力 

 (A) ＷＩＰＯにおけるＩＰＣリフォームの動き 

ＩＰＣは、特許文献のための国際的に統一された分

類であり、特許庁の審査官、出願人、その他の利用者

が特許文献を検索するための有効なサーチツールとし

て利用している。国際特許分類に関するストラスブー

ル協定（1971年調印、1975年10月７日発効）により、

加盟国はＩＰＣを特許公報等に表示することが義務づ

けられている。 

しかしながら、ＩＰＣは、膨大な文献数を持つ大規

模庁では、大まかすぎて実質的なサーチが困難である

一方、文献数の少ない小規模庁では細かすぎて分類付

与負担が大きいという問題点があった。また、５年に

一度の改正では迅速化する技術の進展に適切に対応し

たサーチが困難であるとの指摘がなされていた。 

このような状況の下、1999年３月のＷＩＰＯ／ＩＰ
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Ｃ同盟専門家委員会においてＩＰＣのリフォームの検

討開始が決定された。その結果2006年１月から第８版

国際特許分類（ＩＰＣ-2006）を発効する予定である。 

 (B) 三極分類調和の動き 

ＩＰＣアドバンストレベルの改正は特別小委員会が

行うことになるため、実質的には日米欧の三極特許庁

が作業の中心となる。日米欧の三極特許庁は2000年11

月に三極分類調和プロジェクトを開始することで合意

し、将来ＩＰＣアドバンストレベルとして採用するこ

とを念頭に分類調和の作業を進めてきている。 

具体的には、20以上の分野（ビジネス方法、有機固

体素子等）において作業が進められており、このうち

幾つかの分野においては、既にＩＰＣ化されることが

決定している。 

 

５．２． 意匠制度に関する国際的動向と課題 

(1) 意匠出願の国際的動向 

全世界における意匠登録出願件数は近年増加の傾向に

ある。特に、中国における出願件数の伸びには目を見張る

ものがあり、1999年以降は我が国を抑えて世界第一位の

出願大国となっている（参照表：世界主要国における意匠

登録出願件数）。 

 

世界主要国における意匠登録の件数をみると、一出願中

に複数の意匠を含むことができるフランス及びドイツで

は、同国における出願件数を大きく超える値の登録意匠数

が示されている（参照表：世界主要国における意匠登録件

数）。 

 

我が国から諸外国への意匠登録出願件数は近年増加傾

向にあり、2000年の合計は7,402件となっている。また、

前年に落ち込みを見せた中国への出願がＶ字型の回復を

見せ、僅差ながら米国への出願件数を抜いて第一位となっ

た。さらに、ドイツ、韓国、フランスなどの国々への出願

件数にも増加の傾向が見られ、これらが対外国出願件数全

体を押し上げる結果となった（参照表：日本人による対外

国（主要国）出願件数）。 

 

外国人による我が国への意匠登録出願については、数値

に変動はあるものの米国からの出願件数が依然として最

も多く、外国出願全体の３分の１以上を占める形となって

いる（参照表：外国人による我が国への意匠登録出願件数）。 
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表：世界主要国における意匠登録出願件数 

       （単位：件） 

国 名 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 

中 国 17,668 24,614 30,413 34,632 40,053 50,120 60,647 

日 本 40,067 40,192 39,865 39,352 37,368 38,496 39,423 

韓 国 29,978 29,859 28,491 23,732 32,402 33,841 36,867 

米 国 15,409 15,161 16,546 17,107 17,761 18,292 16,872 

ドイツ 9,365 9,986 10,736 11,420 10,959 71,375 63,344 

イギリス 9,246 9,293 9,528 9,027 9,232 9,380 7,828 

フランス 7,104 7,454 7,684 7,658 8,094 7,694 7,638 

オーストリア 4,596 4,824 4,947 5,363 4,941 5,092 4,766 

その他 43,462 48,390 40,398 44,626 42,880 43,796 46,278 

世界合計 176,895 189,773 188,608 192,917 203,690 218,044 283,663 

 

（資料）ＷＩＰＯ統計 

注）2000年以降のドイツの数値は出願件数ではなく、出願意匠数を表している。（ドイツでは複数の意匠を一出

願として提出することが可能） 

 

 

表：世界主要国における意匠登録件数 

       （単位：件） 

国 名 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 

フランス 52,974 60,663 67,717 73,563 79,327 75,402 76,257 

ドイツ 58,732 70,066 73,880 62,550 85,278 73,617 55,621 

日 本 34,887 35,495 37,418 36,264 41,355 40,037 32,934 

中 国 11,200 13,633 20,160 29,254 36,151 37,919 43,596 

韓 国 16,977 20,192 24,633 24,931 19,636 18,845 18,650 

米 国 11,712 11,410 11,414 14,767 14,732 17,414 16,872 

イギリス 8,380 8,970 9,592 8,511 9,655 9,768 7,828 

オーストリア 4,202 4,692 4,742 5,186 4,585 5,101 4,421 

その他 28,577 33,273 28,073 29,154 41,541 39,743 42,184 

世界合計 227,641 258,394 277,629 284,180 332,260 317,846 298,363 

 

（資料）ＷＩＰＯ統計 
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表：日本人による対外国（主要国）出願件数 

      （単位：件） 

国 名 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 

中 国 739 1,177 1,400 1,650 1,148 1,501 1,873 

米 国 1,124 1,072 1,189 1,364 1,362 1,466 1,568 

韓 国 838 836 875 810 680 812 981 

ドイツ 382 381 368 418 402 772 787 

イギリス 832 875 839 785 697 651 689 

香 港   252 600 490 461 542 

フランス 305 270 292 285 292 382 350 

タ イ   201 117 120 184  

カナダ 143 135 119 113 101 169 125 

オーストラリア 106 108 135 134 123 159 185 

スペイン 78 90 80 63 65 102 119 

その他 628 867 477 723 788 743 701 

世界合計 4,991 5,613 6,012 6,865 6,080 7,402 7,920 

 

（資料）ＷＩＰＯ統計、各国年報等 

（備考）表中の空欄は、ＷＩＰＯ統計又は各国年報に数値がないか該当する件数がないことを示す。 

 

表：外国人による我が国への意匠登録出願件数 

      （単位：件） 

国 名 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 

米 国 802 820 809 1,011 755 805 932 

台 湾 155 131 126 204 267 307 237 

ドイツ 233 248 233 218 146 192 267 

スイス 179 135 161 178 173 178 211 

韓 国 98 79 103 153 163 154 184 

イギリス 96 92 90 57 67 115 135 

スウェーデン 49 69 88 73 63 83 48 

フランス 111 96 150 155 150 78 189 

イタリア 54 45 48 67 80 75 101 

香 港 31 28 39 42 36 40 48 

オーストラリア 28 19 35 13 28 34 41 

中 国 8 11 12 14 7 26 39 

オーストリア 4 3 3 34 45 3 8 

その他 251 236 236 207 267 259 371 

合  計 2,099 2,012 2,133 2,426 2,247 2,349 2,811 

 

（備考）表中の空欄は、該当する件数がないことを示す。 

 

(2) 意匠制度に関する国際的な動き 

(ｱ) ヘーグ協定ジュネーブアクト 

ヘーグ協定は意匠の国際登録制度に関する条約であり、

1999年ジュネーブアクトは、これまで欧州諸国が中心で

あったヘーグ協定加盟国の更なる拡大を目的として 1999

年７月に採択された新アクト（改正条約）である（参照図：

ヘーグ協定1999年ジュネーブ・アクトの概念図）。 

ジュネーブアクトは、2003年９月にスペインが批准書

を寄託したことで発効条件が満たされ、同年12月23日に

発効した。これを受けて、2004年４月１日にヘーグ協定

全アクトに基づく共通規則及び新実施細則が施行され、ジ

ュネーブアクトに基づく国際登録が開始された。今後は、

我が国が加盟する際のより有効な周辺環境の醸成に向け

て、米国、欧州、アジア主要国との対話を進めるとともに、

国内的なニーズ把握及び必要な法的整備の詳細等につい

て引き続き検討を行っていく。 
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出　願　人 国 際 出 願
（指定国制度）

各指定国官庁

による審査

（審査官庁の場合）

方　式　審　査

国　際　登　録

（国際登録簿）

国際登録の公開

国内官庁

国内登録効

国内出願効ＷＩＰＯ国際事務局

国内法に照らし
国際登録の効果
の拒絶も可能

Ａ国 Ｂ国 Ｃ国

複数の締約国において

各国国内法に基づく権利取得可能 国際登録日から最短１５年

 

図：ヘーグ協定1999年ジュネーブ・アクトの概念図 

 

(ｲ) 欧州における意匠保護の動向 

欧州連合閣僚理事会による「欧州共同体意匠規則」の採

択（2001年12月）を受け、欧州共同体では、共同体域内

全域に権利が及ぶ単一の意匠制度が成立した。この意匠規

則は、登録手続を必要としない意匠保護（非登録共同体意

匠（ＵＣＤ：Unregistered Community Design））と登録手

続に基づく意匠保護（登録共同体意匠（ＲＣＤ：registered 

Community Design））の２つのシステムを提供するもので、

前者は 2002年３月６日に発効し、後者についても 2003

年４月１日から欧州共同体商標意匠庁（ＯＨＩＭ）での登

録業務が開始された。 

こうした動きを受け、2003年11月には、我が国特許庁

とＯＨＩＭとの間において第１回日欧意匠審査官会合を

開催し情報交換を行った。今後もこうした場を通じて両庁

間の連携を更に深めていく予定である。 

 

５．３． 商標制度に関する国際的動向と課題 

(1) 各国の商標出願動向 

商標登録出願の動向としては、中国における出願件数が

顕著な増加傾向を示している一方、中国を除く各国では、

減少傾向にある。2001年における主要国の出願件数割合

は、中国13.3％、米国11.1％、日本6.3％となっており、

この３か国で全体の30.9％を占めている。 

 

商標登録件数では、中国が著しく増加したものの、他の

国々では微増又は微減の傾向にある。2001年における主

要国の登録件数割合は、中国 14.3％、米国 8.1％、日本

7.0％となっており、この３か国で全体の29.4％を占めて

いる。なお、1998年以降、我が国の商標登録件数は減少

傾向にあるが、これは、1997年４月からの一出願多区分

制度の導入に伴い、一つの商標登録出願において指定され

る平均区分数が増加傾向にあるためである。 
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日本人による外国・政府間機関への商標登録出願は、韓

国、中国、米国が多数を占めており、また、欧州各国への

出願は、1999年に漸減傾向を示したものの、2000年には

再び増加傾向に転じている。 

 

外国人による我が国への商標登録出願は、2000年には

２万件を超えたものの、その後は減少傾向に転じている。

米国と欧州からの出願で全体の 82.5％を占めているが、

アジア地域からの出願も近年増加傾向にある。2003年で

みると韓国501件、台湾477件、中国356件となっており、

この３か国でアジア地域の68.8％を占めている。 

 

 

(2) 標章の国際登録に関するマドリッド協定議定書 

(ｱ) 概要 

「標章の国際登録に関するマドリッド協定議定書」（以

下、「議定書」という。）は、標章を国際登録することによ

り、議定書に加盟している国（以下、「締約国」という。）

のうち登録を求めるために指定した締約国（以下、「指定

国」という。）において当該標章の保護を求めることがで

きる国際条約である。議定書は、1891年４月に制定され

た標章の国際登録に関する国際条約である「標章の国際登

録に関するマドリッド協定」よりも、審査国を含むより多

くの国が参加できるような制度を確立するため、1989年

６月に採択され、1995年12月発効、翌1996年４月から

制度運営が開始された。我が国においては、1999年12月

にＷＩＰＯ事務局長に加入書を寄託し、翌2000年３月14

日に発効した。 

議定書には2004年４月現在、63か国（主要締約国：欧

州各国、米国、中国、韓国）が加盟している。 

(ｲ) 議定書に基づく国際登録の出願の利点 

議定書に基づく商標の国際登録出願（以下、「国際登録

出願」という。）については、外国への直接出願に比し、

以下のメリットがある。 
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 (A) 手続の簡素化（簡単な手続で国際登録出願が可能） 

○統一されている国際登録出願様式 

○一つの国際登録出願で複数の締約国に出願が可能 

○英語による国際登録出願（各国への翻訳文が不要） 

○一つの通貨（スイスフラン）による料金支払い 

 (B) 経費の節減 

○出願手続の一本化により経費の節減が可能 

○同一商標であれば複数の基礎登録（出願）を一つ

の国際登録出願に集約が可能 

 (C) 権利管理の簡便化 

○国際登録簿による一元管理が可能 

○複数国の商標権の存続期間の更新が、国際事務局

への一回の手続で可能 

(ｳ) 議定書に基づく商標の国際登録制度の手続の概要 

締約国の一国の官庁（本国官庁）に出願又は登録されて

いる商標を基礎として、保護を求める締約国の官庁（指定

国官庁）を指定した願書を、本国官庁を通じてＷＩＰＯ国

際事務局に国際登録出願をする。係る国際登録出願は、国

際事務局が管理する国際登録簿に国際登録され、国際事務

局から送付された指定通報に基づき、指定国官庁が１年又

は各国の宣言により18か月（我が国は18か月）以内に拒

絶理由を通報しない限り、当該指定国において保護を受け

ることができる。 

(ｴ) 国際商標出願動向 

 (A) 国際登録出願（我が国から外国への出願） 

2003年は韓国、米国等の加盟により出願件数の増加

が顕著であった。2004年においても引き続き増加傾向

にあり、その主な指定締約国は中国、米国、韓国等で

ある。 

 (B) 国際商標登録出願（外国から我が国への出願） 

2003年までの出願件数は横ばい傾向にあったが、

2004年はやや増加傾向にある。これまで我が国を指定

国とする主要出願国はドイツ、フランス、イタリア、

スイス等であったが、2004年は、これらの国に加え米

国からの出願が伸び始めている（参照表：国際商標登

録出願月別件数）。 

 

表：国際登録出願月別件数（我が国から外国への出願） 

            （単位：件） 

出願件数（月別） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年合計 

2004年出願件数 38 45 62          145 

指定国件数 268 384 619          1,271 

2003年出願件数 16 33 28 38 38 48 25 24 57 23 31 41 402 

指定国件数 147 362 316 347 469 283 292 301 427 228 316 361 3849 

2002年出願件数 14 17 17 15 18 32 18 20 24 14 19 29 237 

指定国件数 122 268 198 90 172 207 174 194 195 87 304 366 2,377 

2001年出願件数 15 24 23 16 27 25 35 30 14 21 22 28 280 

指定国件数 175 348 359 200 253 239 295 382 207 360 279 162 3,259 

2000年出願件数 - - 12 14 14 27 19 16 19 21 23 22 187 

指定国件数 - - 122 95 73 277 118 177 217 206 176 373 1,834 

 

表：国際商標登録出願月別件数（外国から我が国への出願） 

            （単位：件） 

出願件数（月別） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年合計 

2004年 469 589 444          1,502 

2003年 367 421 454 428 476 341 616 452 383 518 439 439 5,334 

2002年 421 439 431 393 487 402 410 442 419 540 442 443 5,269 

2001年 287 458 597 465 469 352 547 696 388 375 568 506 5,708 

2000年 - - 0 62 127 280 210 364 357 363 384 428 2,575 
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５．４． 知的財産の保護に関する新たな動き 

(1) ＴＲＩＰＳ理事会の現状 

(ｱ) ＴＲＩＰＳ協定 

 (A) 概要 

1995年、世界貿易機関（ＷＴＯ）の創設に合わせ、

新たな貿易関連ルールの一つとして発効したＴＲＩＰ

Ｓ協定は、知的財産権の保護に関してＷＴＯ加盟国が

遵守すべき最低基準（ミニマム・スタンダード）とし

て機能しており、ＷＩＰＯを中心とした国際的な知的

財産権保護に関するルールメイキングの土台となるも

のである。 

 (B) 意義 

○先進国、途上国を問わず各国が遵守すべき知的財

産権保護の最低基準が明確化された。 

○パリ条約やベルヌ条約等の既存の国際条約を越え

る知的財産権保護水準を義務づけた。最恵国待遇

（ＭＦＮ）規定に基づく二国間交渉の成果の加盟

国への均てんにより、保護水準が国際的に向上し

た。 

○権利行使に関する規定を有しており、権利保護の

実効性を高めた。 

○知的財産権分野における紛争についても、統一的

な紛争処理を適用することが可能となった。 

 (C) ＴＲＩＰＳ理事会とは 

ＴＲＩＰＳ協定に基づく義務の遵守状況の審査や、

ＴＲＩＰＳ協定に関する事項の協議を行う場であり、

2002年以降は次の(ｲ)～(ｵ)の事項を中心に活発な議論

が行われている。 

(ｲ) 医薬品アクセス 

ＨＩＶ／ＡＩＤＳ等の感染症の影響はサハラ砂漠以南

のアフリカ諸国において特に深刻であり、公衆衛生上の重

大な問題となっている。このような事態にも関わらず、感

染症に対する治療薬の価格がこれらの国々の人々にとっ

て高すぎるために、医薬品へのアクセスが妨げられている

という問題がある。途上国やＮＧＯ等は、医薬品が高価と

なっている原因として医薬品に対する特許権の存在を挙

げており、医薬品へのアクセス改善と知的財産権との関係

について国際的な関心が高まっていた。2001年11月にド

ーハ（カタール）にて開催された第４回ＷＴＯ閣僚会議で

は、この問題に関する国際的な関心の高さに配慮し、閣僚

宣言本体とは独立した「ＴＲＩＰＳ協定と公衆衛生に関す

る宣言」が採択された。この宣言は、ＴＲＩＰＳ協定は加

盟国が公衆衛生を保護するための措置を採ることを妨げ

るものではない旨確認する一方で、加盟国のＴＲＩＰＳ協

定に対するコミットメントを強調しており、ＴＲＩＰＳ協

定上の権利義務関係に影響を与えず、かつ、全体として途

上国側の主張と先進国側の主張のバランスをとったもの

となっている。 

ＴＲＩＰＳ理事会においては、本宣言のパラグラフ６に

基づき、医薬品の製造能力が不十分又は欠如している加盟

国が強制実施権を効果的に利用できないという問題を迅

速に解決するため、精力的に議論を行った。そして、2003

年８月30日の一般理事会で、一般理議長が議事録に残す

声明を併せて読み上げる形で、議長が提示したテキストが

採択され解決に至った。その後、議長テキストに従って、

ＴＲＩＰＳ協定の改正作業を行っている。 

(ｳ) 地理的表示 

「地理的表示」とは、単なる商品の生産地表示ではなく、

生産地表示がその生産地の地理的環境に由来して、商品に

ついての品質や評判を想起させる表示を指すものである。

ＴＲＩＰＳ協定上、ぶどう酒（ワイン）及び蒸留酒（スピ

リッツ）に関する地理的表示に対しては、他の産品に比べ

て強力な保護（追加的保護）が与えられている。例えば、

シャンパン（フランスのシャンパーニュ地方産出の発泡ワ

イン）という地理的表示を例に挙げると、シャンパーニュ

地方産出ではない発泡ワインに「シャンパン」と銘打つこ

とは、原産地について公衆が誤認することがないとしても、

基本的には認められない。我が国国内法上は、「不正競争

防止法」、「商標法」、「酒税の保全及び酒類業組合等に関す

る法律」（「酒団法」）等によりワイン・スピリッツに関す

る地理的表示を保護している。ＷＴＯにおける地理的表示

に関する論点としては、①ワイン・スピリッツに関する多

国間通報登録制度の創設、②追加的保護の対象産品の拡大

が挙げられるが、いずれの論点についても、地理的表示の

一層の保護強化を主張している欧州等の旧大陸諸国と、

2003年現在の保護レベル維持を主張している米国、オー

ストラリア等のいわゆる新大陸諸国との間で対立してい

る。 



 521 

 (A) 多国間通報登録制度の創設 

ワイン・スピリッツに関する地理的表示の通報登録

制度に関して、安価で事務負担が軽く、登録により新

たな法的効果が生じないデータベース的なものとする

案（日米豪加等共同提案）と、登録の申請についての

多国間異議申立制度を含み、登録により新たな法的効

果が生じる多国間制度とする案（ＥＣ等提案）とが提

案されている。この議論は、2001年のドーハ閣僚宣言

において、新ラウンドでの交渉を行うこととされたが、

主要国間の対立が依然大きく、交渉の先行きは不透明

である。 

 (B) 追加的保護の対象産品の拡大 

ＴＲＩＰＳ協定第22条において、一般の地理的表示

については、公衆が真の原産地と誤認するか否かが保

護の要件となっているのに対して、第 23条ではワイ

ン・スピリッツについては、公衆が真の原産地と誤認

混同しない表示についても、登録された原産地名を含

む表示の使用が禁止されている。こうした追加的保護

の対象産品をワイン・スピリッツ以外の産品に拡大す

ることをＥＣ、スイス、インド等が強く主張しており、

2001年のドーハ閣僚宣言においては、この議論がＴＲ

ＩＰＳ理事会において取り扱われる旨明記され、明確

なマンデートが与えられた。しかしながら、ＴＲＩＰ

Ｓ理事会において、追加的保護の対象品拡大による生

産者や消費者への影響といった各論点についての見解

が各国から示されたが、保護水準をめぐっての対立は

激しく、議論の収束には至っていない。 

(ｴ) 特許保護対象の例外規定 

生物多様性条約１（ＣＢＤ）の規定のＴＲＩＰＳ協定へ

の取り込み、伝統的知識の保護、遺伝資源へのアクセス規

制とそこから生じる利益の配分を途上国が主張している。

2001年のドーハ閣僚宣言において、ＴＲＩＰＳ協定と生

物多様性条約との関係や、伝統的知識及びフォークロアの

保護に関して、これらをＴＲＩＰＳ理事会で検討すること

が合意され、議論が継続されているが、先進国は、ＴＲＩ

ＰＳ協定に新たな義務を導入すべきではない、現行ＴＲＩ

ＰＳ協定とＣＢＤの間に矛盾はない等の主張を行ってい

る。 

(ｵ) 法令レビュー 

加盟国の国内法令とＴＲＩＰＳ協定との整合性につい

ての審査を法令レビューという。2001年にＷＴＯに加盟

した中国に対しては、この法令レビューに加えて、特別に

経過的レビューメカニズム（ＴＲＭ）が加盟後毎年８年間

実施されることとなっており、2003年に実施された第二

回ＴＲＭを我が国は引き続き積極的に活用し、中国政府の

知的財産権保護の改善に一定の評価をしつつ、エンフォー

スメント等について一層の改善を求めた。 

 

(2) 遺伝資源・伝統的知識・フォークロア 

(ｱ) 遺伝資源・伝統的知識・フォークロアとは 

遺伝資源・伝統的知識・フォークロアについては、これ

らの定義自体が保護の対象となる範囲に直接連動するた

め、定義を明確化すること自体が大きな論点となっている。

とりわけ、伝統的知識とフォークロアに関しては明確な定

義を定めることは困難ではあるが、例えば伝統的知識とは、

原住民等が伝統的に継承してきた知識を指し、フォークロ

アとは、伝統陶芸、伝統舞踊等の芸術的表現を指すと考え

られている。 

(ｲ) 知的財産と遺伝資源・伝統的知識・フォークロアに関

する政府間委員会（ＩＧＣ） 

従来より、途上国は、先進国に対して劣後に置かれてい

る産業技術力と異なり、途上国にも先進国と遜色なく豊富

に存在している遺伝資源・伝統的知識・フォークロアに対

しては、これまでの国際ルールの下で十分な保護が与えら

れていないことについて、強い不満があった。さらに、生

物多様性条約により、遺伝資源に関しては原産国が主権的

権利を有することが認められたのを契機として、途上国は

ＴＲＩＰＳ理事会等において、これらについて知的財産と

しての保護を強化するよう強く求めるようになった。これ

らの要望を受け、2000年に、知的財産と遺伝資源・伝統

的知識・フォークロアの関係について知的財産権の側面か

ら専門的に議論を行うため、ＷＩＰＯ内に「知的財産と遺

伝資源・伝統的知識・フォークロアに関する政府間委員会

（ＩＧＣ）」が設置された。 

(ｳ) ＩＧＣの議論の現状 

これまで６回の会合が開催されているが、遺伝資源につ

いては、遺伝資源へのアクセスと利益配分を知的財産の観

点から確保すべく、遺伝資源譲渡契約のガイドライン作成
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作業等が行われている。伝統的知識については、伝統的知

識の文書化時における知的財産管理のためのツールキッ

トの作成、伝統的知識のデータベースを構築するための技

術協力、伝統的知識の保護制度の在り方や定義について検

討が行われている。フォークロアについては、その法的保

護に関する調査を行うとともに、保護制度の在り方に関し

てさらに調査が進められている。 

途上国側は、これら新分野の保護に強い関心を持ち続け、

議論の進展を望むべくその後もあらゆるフォーラム（ＴＲ

ＩＰＳ理事会、ＷＩＰＯ特許法常設委員会（ＳＣＰ）等）

で本件を取り上げてきており、先進国として慎重な対応が

求められている。 

 

(3) ハーグ国際私法会議 

近年の民事・商事をめぐる国際的紛争の急増に伴い、国

際裁判管轄及び外国判決の承認・執行に関する世界的なル

ールの策定が求められているのを受け、ハーグ国際私法会

議（加盟国間の国際私法に関する規則の統一を目的とする

国際機関）は、これらを取り扱う条約草案の検討を 1992

年から開始した。 

1999年には民事・商事に関する裁判管轄及び外国判決

の承認・執行を対象とした包括的な条約草案が策定され、

知的財産権については原則として登録国の専属管轄とす

る旨が規定された。しかし、2001年６月の外交会議では

各国の立場が分かれ、合意には至らなかった。その後、条

約草案作成のための非公式作業部会が設置され、より限定

的な管轄原因を対象とした議論が行われ、2003年 12月、

2004年４月の特別委員会を経て、「裁判所の専属的選択

合意に関する条約草案」がまとめられた。本条約草案では、

企業間において裁判所の専属的管轄合意がある場合に限

り、その他の裁判所は管轄を認めてはならず、選択された

裁判所の判決は、締約国において事実関係について再審さ

れることなく承認・執行される旨規定されている。また、

著作権以外の知的財産権については基本的に適用除外と

するが、それらのライセンスや譲渡契約に関する問題につ

いては適用対象とされる。2003年４月の特別委員会で作

成された条約草案は、2005年１月 31日～２月 16日に開

催予定の外交会議に提出され、再度議論された後、最終的

な合意を得る予定である。 

 

５．５． 途上国協力と模倣品対策 

(1) アジア諸国との連携 

中国を始めとするアジア諸国の経済成長や企業活動の

グローバル化に伴い、我が国とアジア諸国との経済的な相

互依存関係は益々深化している。我が国企業の海外への依

存度が総じて高くなっている中で、特にアジア地域の比重

が高まっており、アジア諸国は製造拠点や販売市場として、

我が国企業に大きな事業機会をもたらす重要な地域とな

っている。 

しかしながら、欧米等の先進諸国と比較すると、アジア

諸国における知的財産権の保護水準は決して十分とは言

えない。2000年１月より途上国に対するＴＲＩＰＳ協定

の履行義務が生じたこともあり、アジア諸国においても最

低限の法制度は整備されているものの、その運用体制は未

だに脆弱であり、審査遅延や模倣品の氾濫といった現象が

日常化しているのが現状である。さらに、中国、韓国等の

産業技術の発達とあいまって、我が国企業との間で特許権

侵害事件が増加することも懸念される。アジア地域の経済

成長を今後とも持続させ、かつ、我が国企業がアジアでの

事業機会を十全に活用していくためには、アジア諸国にお

ける知的財産権の保護水準を向上させ、権利取得や権利行

使に係るコストを引き下げていくことが不可欠である。 

このような観点から、我が国特許庁はアジア諸国の知的

財産権庁等との間で積極的な協力活動を推進している。多

国間、二国間等の様々な枠組みを効果的に活用し、アジア

諸国における知的財産権の保護水準の向上に向けた制度

の導入や運用の強化を要請するとともに、その実現に必要

な体制整備のため、人材育成や情報化に対する支援を行っ

ている。このようにアジア諸国の知的財産権庁との連携を

強化することは、多国間の枠組みや他の複数国間の枠組み

における我が国のプレゼンス向上にも寄与するため、今後

とも積極的に推進していくことが必要である。 

近年、我が国はアジアにおける経済統合の実現を見据え、

多くのアジア諸国との間で経済連携協定（ＥＰＡ）や自由

貿易協定（ＦＴＡ）の締結を積極的に推進している。この

ような動きが進展すれば、知的財産権の分野においても、

各国における保護水準の向上のみならず、各国間の制度調

和に向けた協力活動がより重要となっていくことが考え

られるが、我が国特許庁としては、日米欧三極での経験を

も踏まえ、そのような活動を牽引していくことが重要であ



 523 

る。 

(ｱ) 経済連携協定（ＥＰＡ）・自由貿易協定（ＦＴＡ） 

2002年11月30日、我が国初のＦＴＡとなる日シンガ

ポール新時代経済連携協定（ＪＳＥＰＡ）が発効した。こ

の協定の中には、知的財産に関する章が設けられ、①日本

とシンガポールに同一の発明に関する特許出願を行った

出願人が、日本における特許審査の結果に係る情報を英語

訳とともにシンガポール知的財産権庁に提出すれば、簡易

な手続かつ安価な料金でシンガポールの特許を取得でき

るようにすること（2002年８月に実現）、②シンガポール

知的財産権庁が所有するインターネット上の知的財産権

情報検索ポータルであるSurfIPと日本国特許庁の特許電

子図書館（ＩＰＤＬ）データベースとを連携させること等

が盛り込まれている。 

我が国は、シンガポールに続き、メキシコ、韓国、タイ、

フィリピン、マレーシアとの間で協定締結交渉を行ってい

る。知的財産分野に関しても、ＴＲＩＰＳ協定の水準を超

えるルールの導入等を相手側に対して要望している。 

(ｲ) アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）・知的財産権専門

家会合（ＩＰＥＧ） 

ＡＰＥＣとは、アジア太平洋地域の21の国・地域をメ

ンバーとして、貿易・投資の自由化・円滑化及び経済技術

協力を目指す地域フォーラムである。1995年のＡＰＥＣ

大阪首脳会議において、貿易・投資の自由化・円滑化に関

する15の優先分野の一つとして知的財産権が取り上げら

れ、それに対応した専門家レベルのフォーラムとしてＩＰ

ＥＧが設立された。ＩＰＥＧでは、貿易・投資の自由化・

円滑化を促進するために、2001年にＴＲＩＰＳ協定履行

完了に対応して作成された新しい共同行動計画（ＣＡＰ：

Collective Action Plan）に従った活動を行っている。 

ＩＰＥＧの具体的活動としては、毎年２回の定期会合の

ほか、知的財産に関する官民合同セミナーやシンポジウム

を開催している。2004年４月に開催された第18回ＩＰＥ

Ｇ会合では、我が国特許庁から近況報告、模倣対策に関す

る普及啓発活動について発表を行った。その他、日本から

はＩＰＲ包括戦略のフォローアップ、ＩＰＲサービスセン

ターの設置促進等について発表が行われた。 

 

(ｳ) アジア諸国とのその他の会合（2003年度） 

会合名 開催月 場所 概  要 

日中特許庁長官会合 

（第10回） 

2003年11月 北京 両国の最近の取組、両庁間の協力、特許審査、模倣品対策につい

て情報・意見交換。 

日中商標会合 

（第５回） 

2003年11月 北京 両国の最近の状況、周知商標の保護、人材育成等について情報・

意見交換。 

日中商標実務者会合 

（第２回） 

2004年３月 東京 周知商標の保護、分類問題（ニース国際分類改正等）について情

報・意見交換を行ったほか、中国での商標審査基準について、早

期に策定・公表されることを要望。 

日韓特許庁長官会合 

（第15回） 

2003年12月 東京 世界的課題、審査協力、情報技術、模倣品対策について情報・意

見交換。 

日韓機械化専門家会合 

（第６回） 

2003年７月 東京 情報ネットワークとデータ交換に関する情報を交換し、2002年８

月から実施している優先権書類電子データのオンライン交換を

適切に運用するための手順書に合意。 

日韓商標審査官会合 

（第３回） 

2004年２月 東京 両国商標制度の近況報告、外国語商標の審査上の取り扱い等の審

査運用について情報・意見交換。 

日韓意匠審査官会合 

（第３回） 

2003年10月 東京 両国意匠登録制度の近況、意匠の保護対象及び意匠保護の国際的

動向について情報・意見交換。 

日中韓特許庁長官会合 

（第３回） 

2003年11月 東京 専門家部会を承認。また、各庁の取組、日中韓の特許庁に共通す

る課題、知的財産分野におけるグローバルな問題、ＡＳＥＡＮへ

の協力について情報・意見交換。 

ＡＳＥＡＮ＋３会合 

（第２回） 

2004年３月 ｼ ﾝ ｶ ﾞ

ﾎﾟｰﾙ 

2001年９月に東京でＡＳＥＡＮ９か国並びに日中韓３か国の知

的財産権庁長官等が集まり第1回会合を開催。今回は、日中韓か

らは課長クラスが参加し、日中韓を含む各国の現状の報告及び我

が国特許庁から「日本特許庁の電子化の展望」と題した、審査結

果の電子的な利用に関するプレゼンテーション等を実施。 
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(2) 途上国協力 

知的財産権の保護強化を通じた途上国における貿易・投

資環境の改善は、それらの国で事業活動を行う我が国企業

のビジネスコストを引き下げるだけではなく、対内直接投

資の拡大による途上国経済自身の発展を通じて、世界経済

の持続的な成長に寄与するものである。このような観点か

ら、我が国特許庁においては、従来より、アジア地域を中

心とする途上国に対して、知的財産権の保護強化のための

人材育成や情報化等を積極的に支援してきた。 

2000年１月には途上国に対するＴＲＩＰＳ協定の履行

義務が発生したこともあり、途上国における法制度はおお

むね整備されたと考えられるため、今後は、運用体制の強

化を中心に支援していくことが重要である。また、途上国

によって知的財産権の保護水準や我が国との貿易・投資実

態が大きく異なるため、協力の実施に当たっては、我が国

産業界のニーズを踏まえて対象国・分野等の優先度を十分

吟味するとともに、各国の状況に応じたきめの細かい計画

を策定することが不可欠である。 

(ｱ) 人材育成協力（参照図：途上国における人材育成協力） 

 (A) 専門家派遣 

ＷＩＰＯジャパン・トラスト・ファンド、国際協力

機構（ＪＩＣＡ）の派遣スキームを活用して、主に我

が国特許庁職員を途上国へ派遣し、審査実務、情報化

等について現地指導を行っている。 

 (B) 研修生の受入れ 

1996年４月から2004年３月までに、アジア太平洋地

域の42か国１地域から官民あわせて1,854名の研修生

を受け入れた。研修生から成る同窓会組織の運営にも

力を入れており、我が国と途上国との人的なネットワ

ークの構築にも大きく貢献している。 

 (C) 長期研究生（知的財産フェローシップ）の受入れ 

ＷＩＰＯジャパン・トラスト・ファンド事業の一環

として、途上国において知的財産権の指導的立場にあ

る者、もしくは今後その様な立場になる者を我が国に

約６か月間招へいし、知的財産権に関する自主的な研

究活動の場を提供している。 

2003年度は、インドネシア、バングラデッシュより

それぞれ１名の長期研究生を受け入れた。 

また、我が国特許庁独自の事業としても６か月間、

長期研究生受入を行っており、2003年度は中国（国家

知識産権局）より１名の研究生を受け入れた。 

 (D) フォーラム、シンポジウム等の開催 

ＷＩＰＯジャパン・トラスト・ファンドにより運営

されている主な会合の開催実績は次のとおりである。 

○ＷＩＰＯアジア太平洋地域ワークショップ 

2004年３月に、バンコク（タイ）において「ブラ

ンド名を含む商標の保護により生じる経済的利益及

び国際的な保護制度の役割」をテーマに開催され、

22か国からの参加があった。 

○ＷＩＰＯアジア太平洋地域講師育成支援セミナー 

アジア太平洋地域内途上国各国より、自国におい

て知的財産分野での講師となる人材を招へいし、講

師を育成することを目的に開催されている。 

2003年度は韓国において「研修政策・戦略・実行

方針、研修カリキュラム、教材及び普及啓発活動に

ついて」のテーマのもと、22か国からの参加があっ

た。 

(ｲ) 情報化協力 

タイ知的財産権局に対し、1995年６月から2000年６月

まで（５年間）、ＪＩＣＡプロジェクト方式技術協力によ

り我が国特許庁から長期専門家を派遣し、人材育成を通し

て特許文献検索システムを構築した。 

フィリピン知的財産権庁に対し、1999年５月から2003

年５月まで（４年間）、同方式により、長期専門家を派遣

し、人材育成を通して出願事務処理システムを構築した。 

ベトナム国家知的財産権庁に対しては2000年４月から

同方式による出願事務処理システム構築の協力を実施中

である。 

(ｳ) 審査協力 

 (A) 意匠審査結果の提供 

途上国における意匠実体審査の処理促進を支援する

ために、日本及び協力対象国の両国に共通して出願さ

れた意匠登録出願について、日本における当該出願の

審査結果（登録がなされた出願についてのみ）を相手

国特許庁に対して提供する協力を行っている（タイ知

的財産権局：2002年１月開始、ベトナム国家知的財産

権庁：2002年９月開始。）。 
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　民間部門  政府職員

開　発　途　上　国
（主にアジア太平洋地域） 特  許  庁

AOTS
海外技術者研修協会

ＪＩＣＡ
　国際協力機構

WIPOﾌｧﾝﾄﾞ
世界知的所有権機関

JIII
  発明協会

 専門家派遣

研修生受入

ＪＩＣＡ、WIPOファンド（日本政府
拠出金）等のスキームを活用
して専門家を途上国へ派遣

　

　　ベトナム（２名）、カンボジア（２名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　合計４名

２００３年度　短期専門家派遣実績
　
タイ（１０１名）、中国（５４名）、
フィリピン（５７名）、ベトナム（５０名）、
インドネシア（３９名）、韓国（３９名）、
マレーシア（３５名）、その他（７３名）
　　　　　　　　　　　　　　　合計４４８名

これまでの専門家派遣実績
　（～２００３年度までの総数）

　

中国（４４名）、タイ（３６名）、
インドネシア（２８名）、ベトナム（２４名）、

マレーシア（２１名）、フィリピン（１６名）、
インド（９名）
その他（４２名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　合計２０２名

２００３年度　研修生受入実績　

中国（２９３名）、タイ（２８９名）、
インドネシア（２４２名）、

フィリピン（２１６名）、ベトナム（１８６名）、
マレーシア（１８５名）、
韓国（７５名）、
その他（３６８名）

　　　　　　　　　　　　　合計１，８５４名

これまでの研修生受入実績

　（～２００３年度までの総数）

 

図：途上国における人材育成協力 

 

 (B) アジア産業財産ネットワーク（ＡＩＰＮ）の構築 

ＡＩＰＮとは、アジア地域の途上国知的財産権庁に

対して我が国の審査関連情報を提供するシステムであ

り、修正実体審査制度（前掲）を有さないアジア地域

の途上国知的財産権庁に対しても、対応する特許出願

に係る我が国の審査結果を適切に提供するとともに、

係る審査結果の有効活用を通じて、これら知的財産権

庁における権利取得を迅速化することを目的としてい

る。 

具体的には、アジア地域の途上国知的財産権庁の審

査官が、ネットワークを通じて対応する我が国出願の

経過情報、引用文献情報、特許付与後クレームの審査

関連情報やパテントファミリー情報等を英語で入手で

きるシステムを構築し提供をしている。 

 

(3) 模倣品問題への対応 

(ｱ) 模倣品被害と産業界における取組の現状 

近年、海外における模倣品による被害が深刻化している。

中国、台湾、韓国を始めとする東アジア地域における産業

技術の発達に伴い、商標権や意匠権の侵害にとどまらず、

特許権を侵害される事例も増えている。また、経済のグロ

ーバル化に伴い、東アジア地域で製造された模倣品が輸出

されてアジア全域や欧米等の域外にまで流通し、中には我

が国に逆流する場合もある等、模倣品による被害は大きな

広がりを見せている。 

模倣品の氾濫は、我が国企業にとり、海外市場における

販売機会の喪失、消費者に対するブランド・イメージの低

下、製造物責任をめぐるトラブルの増加等の悪影響をもた

らすものであり、海外における事業活動に従事する上で、

積極的に模倣品対策に取り組む必要がある。 

最近においては、精力的な調査活動により模倣品の製造

業者や流通ルートを特定した上で、現地取締機関に取締り

を要請する等、模倣品対策に熱心に取り組む企業・業界が

増えてきている。 

しかしながら、これらの取組には粘り強い努力が必要で

あり、人的・資金的制約の中で十分な対応ができていない

場合も多い。また、個々の企業・団体単位による対応では

現地政府・取締機関に対する交渉力に限界があることも否

めない。 

このような状況を踏まえ、業種横断的な産業界の連携を

推進し、我が国政府と一体となって模倣品対策を強化する

ため、2002年４月に「国際知的財産保護フォーラム１」

が設立され、「産業界からの提言策定」、「侵害国政府への

模倣品対策強化要請」、「情報交換・調査研究」、「侵害国政



 526 

府に対する人材育成協力」といったプロジェクトを実施し

ている。 

【アジアにおける模倣品の製造国】（複数回答） 

23.7%

23.7%

22.6%

24.0%

25.5%

25.5%

54.1%

47.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

韓国

台湾

中国

2002年 2001年

出典：2003年度模倣被害調査報告書 

〇模倣被害を受けた企業社数 580社中、54.1％の企業

が中国で模倣品が製造されたと回答した（複数回答

有り）。台湾（25.5％）、韓国（22.6％）がこれに続

いた。 

【模倣被害の態様の推移】（複数回答） 

66.8 

59.2 

48.3 

42.0 44.3 
47.6 

50.6 

41.4 

31.2 

40.9 43.2 
46.2 

29.6 

44.9  

33.0 40.4  

52.7 53.3 

4.5 

17.9 

9.9 

8.6 

10.4 20.3 
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9.4 

8.7 

20.7 
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【N＝模倣被害社全体】 

 

 1997年  1998年  1999年  2000年  2001年  2002年 

 
【N=247】 【N=336】 【N=385】 【N=722】 【N=733】 【N=580】 

Ａ 商標 Ｂ 意匠 
   Ｃ 特許・実用新案 Ｄ 著作物 
Ｅ その他 

 

出典：2003年度模倣被害調査報告書 

○「商標権」、「意匠権」の模倣件数を「特許・実用新

案」が上回る。模倣品の質的高度化が進んだ。 

(ｲ) 模倣品問題に対する特許庁の取組 

海外での模倣品問題の深刻化を踏まえ、特許庁において

も様々な対策を講じている。 

 (A) 模倣品被害の実態に関する情報収集 

海外における我が国企業の被害状況を把握するため、

毎年、アンケートにより「模倣被害実態調査」を実施

するとともに、北京、上海、香港、ソウル、台湾、バ

ンコク等に所在する関係団体の事務所を活用し、知的

財産権の権利行使に係る現地の法制度や運用の状況を

調査している。これらの結果については、特許庁のホ

ームページ等で広く公開している。 

 (B) 我が国企業への情報提供・相談対応 

1998年に模倣品相談窓口（模倣品 110番）を設け、

我が国企業からの個別の相談に対応している。また、

模倣品の被害が生じている国ごとに対策マニュアルを

作成するとともに、現地において日系企業を対象とし

たセミナーを開催し、模倣品対策に必要なノウハウの

提供に努めている。さらに、国際知的財産保護フォー

ラムとの連携を強化することにより、産業界の取組に

対する支援を行っている。 

 (C) 相手国政府への働きかけ 

中国、韓国、台湾等模倣品被害の深刻な国・地域に

対しては、特許庁長官会合、ハイレベル経済協議等の

二国間協議の場を通じて、相手国政府へ模倣品取締の

強化を要請している。 

また、ＷＴＯのＴＲＩＰＳ理事会、ＷＩＰＯエンフ

ォースメント諮問委員会、ＡＰＥＣ/ＩＰＥＧ等の多国

間協議の場においても、模倣品対策強化の重要性を訴

えかけている。 

特に、中国の中央政府及び地方政府に対しては、2001

年度に引き続き国際知的財産保護フォーラムと政府が

官民合同ミッションを派遣し、模倣品対策強化等の要

請をした。このミッションには、宗国旨英・国際知的

財産保護フォーラム座長が団長として、民間企業・団

体からの代表者、政府関係者等総勢86名が参加した。 

 (D) 相手国政府に対する支援 

模倣品被害の深刻な国・地域における取締りの実効

性向上を図るため、現地の税関、警察、裁判所職員等

の関係機関の人材育成を支援している。毎年、アジア

各国から研修生を受け入れるとともに、2003年度には、

中国・浙江省においてセミナーを開催した。 
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 (E) 国内取締機関との連携・水際対策の強化 

国内での模倣品製造・流通を防ぐため、我が国の税

関や警察からの侵害事件に関する照会に対応する等、

取締機関との連携を図っている。また、商標権侵害物

品に加え特許権、実用新案権及び意匠権を侵害する物

品を輸入差止申立制度の対象とするため、2003年４月

に「関税定率法」の改正を行い、税関長からの特許庁

長官への意見照会制度を設けるなど所要の措置を講じ

ている。また、2004年４月の「関税定率法」改正では、

認定手続の迅速化・適正化を目的に、認定手続が開始

された場合に権利者及び輸入者に対し、その氏名及び

住所等を双方に通知する制度等を設けた。 

東アジア地域から模倣品が流入する事例が絶えない

ことから、今後とも、このような連携を強化すること

が重要となっている。 

 (F) 形態模倣に対する保護の強化 

知的財産推進計画2004において、模倣品被害等への

対応策として、「2005年度から、出願中の案件に関し模

倣品が発生したときは、直ちに意匠審査に着手し、出

願手続に瑕疵のないものについては１か月以内に一次

審査結果を通知する。」ことを決定し、2005年度から意

匠の早期審査の対象となる案件のうち、特に権利化に

ついて緊急を要する実施関連出願を対象として、早期

審査の申出から１か月以内に一次審査結果を通知する

運用を開始する予定である。 

 (G) 消費者等に対する啓発活動 

小冊子やインターネットコンテンツを製作・頒布す

ることにより、善意の消費者の被害を防ぐために模倣

品流通の実態について周知するとともに、故意による

模倣品購入を防ぐために知的財産権保護の重要性を訴

えている。また、『模倣品撲滅キャンペーン』を実施し、

ポスターやテレビＣＭなどを使い積極的に啓発活動を

行っている。 
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